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会社概要
営業状況

関連事業

（2009年3月31日現在）

名称 東京地下鉄株式会社
 Tokyo Metro Co.,Ltd.

本社所在地 東京都台東区東上野三丁目19番6号

設立 2004年4月1日

資本金 581億円

株主 政府（53.4％）、東京都（46.6％）

売上 3,462億円（2008年度）

事業内容 1. 旅客鉄道事業の運営
 2. 関連事業の運営
   ● 不動産事業（オフィスビルの賃貸等）
   ● 商業テナント事業（駅構内店舗、商業施 
  　設の運営等）
   ● IT事業（光ファイバーケーブルの賃貸等）

従業員数 8,427 名
　（就業人員）

営業路線

銀座線
（浅草～渋谷間）14.3㎞

日比谷線
（北千住～中目黒間）20.3㎞

千代田線
（綾瀬～代々木上原間）21.9㎞
（綾瀬～北綾瀬間）2.1㎞

半蔵門線
（渋谷～押上間）16.8㎞

丸ノ内線
（池袋～荻窪間）24.2㎞
（中野坂上～方南町間）3.2㎞

東西線
（中野～西船橋間）30.8㎞

有楽町線
（和光市～新木場間）28.3㎞

南北線
（目黒～赤羽岩淵間）21.3㎞

不動産事業
資 産 の 有 効
活用を図るた
め、オフィスビ
ル、住宅、ビジ
ネスホテルな
どの事業を展
開しています。

商業テナント事業
地下鉄駅スペースを有効活用し、
「メトロピア」や「Echika」として飲
食・物販などのサービスを展開して
います。

IT事業
これからの情報通信の核となる光
ファイバーを地下鉄網とともに張り
巡らせて賃貸事業を推進。駅構内無
線LANサービスも導入しています。

広告事業
車内の中づりポスター、駅構内など
の駅ばりポスター、更にはデジタル
サイネージなど、多様な広告媒体
を提供しています。

副都心線
（小竹向原～渋谷間）11.9㎞　＊運行区間は和光市～渋谷間20.2㎞

路線距離 全線195.1㎞（営業㎞）　 駅数 179 駅
車両数 2,665両
輸送人員数 1日平均636万人（2008年度）
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目　次

編集方針

対象範囲
・東京メトロ単体での活動を報告対象範囲としています。
・ 活動事例の報告については、一部グループ会社の活動を含めています。

対象期間
2008年度（2008年4月1日～ 2009年3月31日）の取り組みを
対象としていますが、継続的な取り組みや重要な事項については、
2009年度及び2007年度以前の情報を含めています。

参照したガイドライン
・環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」
・GRI※「サステナビリティ・リポーティング・ガイドラインG3（2006年版）」 
・環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」
・（社）日本民営鉄道協会「民鉄事業環境会計ガイドライン（2008年版）」
※GRI：Global Reporting Initiativeの略称

報告書発行：2009年10月
・前回発行：2008年11月　・次回発行予定：2010年10月

　東京地下鉄株式会社（以下「東京メトロ」）は、2006年度から社会

環境報告書を発行し、本報告書が4回目の発行となります。

　今回は、特集として、東京の都市機能を支える東京メトロの姿を、

環境保全活動の側面からご紹介するとともに、東京メトロのお客様

満足度向上を目指して取り組む社員の活躍ぶりを取り上げました。

　また、東京メトロを支えていただいているお客様や社会、投資家

など全てのステークホルダーの皆様に向け、東京メトロの経営基盤

とそれに基づく社会環境活動の詳細について紹介しています。

　本報告書には、アンケート用紙を添付しております。皆様とのコ

ミュニケーションを通じ、より良い活動につなげていきたいと思いま

すので、忌憚のないご意見をお寄せくださいますようお願い申し上

げます。

東京地下鉄株式会社

株式会社メトロセルビス
（清掃業務全般及び役務・人材サービス業務）

株式会社メトロコマース （物販、サービス業務及び駅務業務）

メトロ車両株式会社 （車両関係保守業務）

株式会社メトロレールファシリティーズ （工務関係保守業務）

メトロ開発株式会社 （高架下の運営管理及び建設関連業務）

株式会社地下鉄メインテナンス （電気関係保守業務）

株式会社地下鉄ビルデイング （オフィスビル等の運営管理）

株式会社メトロフードサービス （飲食業及び福利厚生関係業務）

株式会社メトロスポーツ （スポーツ施設運営業務）

株式会社メトロプロパティーズ
（駅構内店舗、商業ビル等商業施設の運営管理）

株式会社メトロアドエージェンシー
（広告媒体管理及び広告代理業務）

株式会社メトロフルール （建物等の清掃業務）

財団法人メトロ文化財団
（博物館運営をはじめとする公益事業）
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トップコミットメント
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　平素より東京メトロをご利用いただきまして、ありがと
うございます。
　東京メトロは、東京都区部を中心に9路線195.1ｋｍ
の地下鉄網を運営する首都圏の鉄道ネットワークの中
核を担う鉄道会社です。
　一日636万人のお客様にご利用いただく公共交通機
関として、輸送の安全の確保を何よりも優先しながら利
便性、快適性の向上に取り組むとともに、お客様の日
常をサポートする関連事業にも積極的に取り組むなど、
お客様の視点に立った充実したサービスの提供に努め
ています。
　また、地域社会と密接なコミュニケーションを図るとと
もに、地球環境保全活動への取り組みやコンプライア
ンス経営に努め、社会からも高く評価される企業グルー
プを目指しています。

　東京メトロでは、中期経営計画「Step Up Tokyo 
Metro Plan 2009」に基づき、これまで以上に「お客様
視点」に立ったより優れたサービスの提供に努めるととも
に、経営基盤の整備・強化を図っています。今後もこ
れらの取り組みを推進し、あらゆるステークホルダーか
らの期待に応え、持続的に企業価値を向上させること
を目指してまいります。

　ここにお届けする報告書は、東京メトロが「東京を走
らせる力」というグループ理念の実現に向けて取り組ん
でいる、さまざまな活動についてご紹介するものです。
　今日の企業経営には、情報化や国際化、少子高齢
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東京地下鉄株式会社
代表取締役社長

化の進展、地球環境問題への関心の高まりなどの社
会情勢の変化に伴い、多くの取り組みが求められてい
ます。特に、地球環境問題については、国や地域、
企業といった枠組みを超えて取り組まなければならない
重要な課題となっています。
　鉄道事業者である東京メトロにおいては、エレベー
ター、エスカレーターをはじめとしたバリアフリー設備の
充実や、駅構内のリニューアル、トイレの整備など、お
客様に快適にご利用いただくための取り組みを進めると
ともに、エネルギー効率に優れた新型車両の導入など
の取り組みを行っております。
　公共性の高い鉄道事業者として、東京メトロは、こ
うした社会的要請や各ステークホルダーからのニーズを
的確に把握し、誠実に対応していくことが、持続的な
発展のために必須であると考えます。そして、そのた
めの社内体制づくりを進め、コーポレート・ガバナンスや

コンプライアンス、リスクマネジメントといった、企業経
営の根幹の強化に取り組んでいます。
　また、地球環境の保全についても、経営方針の一つ 
に掲げ、積極的に取り組んでいます。鉄道は、優れた
輸送効率を有し、マイカーに比べて約9分の1のＣＯ2 

排出量で人を運ぶことができます。この事業特性を活
かし、東京メトロでは利便性の向上と利用促進を通じ
て、より多くのお客様にご利用いただき、社会全体とし
ての環境負荷の低減に資することを目指しています。
 これからも東京メトロは、東京都心部という事業基盤
の可能性を活かした多彩な事業展開を推進してまいり
ます。そして、社会、環境に貢献できる企業として、
東京の更なる発展に寄与していきたいと考えています。
　皆様の一層のご理解とご支援を賜りますよう、よろし
くお願い申し上げます。
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特
集

都区部の交通の18%を担う交通基盤 サービスや機能の拡大に伴い増えたCO2
　私たち東京メトロは、より便利に、より多くのお客様にご

利用いただけるよう、前身である帝都高速度交通営団（営

団地下鉄）の創立以来、ネットワークの充実と輸送力の増強

に努めてきました。

　1975年に6路線、総営業キロ123.9kmだった地下鉄

ネットワークは、2008年6月の副都心線開業により、9路線、

195.1kmとなりました。15億人だった輸送量も23億人に増え、

都区部では第2位の輸送量を誇る交通機関として、都区部の

輸送人員の18%（2006年度推計）を東京メトロが担っています。

　都市部の輸送人員の約1/5を担う東京メトロでは、事業活

動に多大なエネルギーを消費しています。

　2008年度の東京メトロの事業活動に伴い排出されたCO2

は563千t-CO2、1975年度の約2倍となりました。これは、

ネットワークの拡充やダイヤの高密度化、バリアフリー化の

ためのエレベーター・エスカレーターの設置や駅冷房の整備

に代表される、サービスや駅機能の向上などに伴い、事業活

動に必要なエネルギー消費量が増大してきた結果です。

東京の環境負荷低減に 

2009年

2006年度

路線図 東京都区部の輸送機関別輸送人員

東京の都市機能を支える
低環境負荷の輸送機関として

＊東京メトロ以外の他社線も含む ＊「平成20年版 都市交通年報」より作成

＊統計やデータの整合性を考慮し、東京メトロの現況と1975年当時とを比較しました。
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当時日比谷線を走行していた3000系車両

エネルギー効率に優れた副都心線・
有楽町線用の10000系車両

1975
年度

更なる低負荷型鉄道を目指してエネルギー効率の高い輸送機関として
低炭素社会に貢献 　私たちは更なるエネルギー効率の向上を目指して、環境配

慮型車両の導入促進や運行方法の工夫など、さまざまな環境

保全活動に取り組んでいます。例えば、1975年ごろ使用して

いた車両（3000系）に比べると、最新の車両（10000系）の

エネルギー効率は約58%向上し、単位輸送量あたりのCO2

排出量は約10%削減されました。

　東京メトロは、首都東京の、ひいては日本の低炭素化を担

う企業グループとして、その責任を認識し、より環境負荷の少

ない交通機能の提供を目指した取り組みを進めてまいります。

　一方で、鉄道は少ないエネルギーで多くのお客様を運べる

エネルギー効率の良い輸送機関として、東京のCO2排出の抑

制に貢献しています。2008年度の東京メトロの単位輸送量あ

たりのCO2排出量は17.0ｇ-CO2/人・kmとなり、自家用乗用

車の約1/10のCO2排出でお客様を運ぶことができるのです。

　この東京メトロを更に多くのお客様にご利用いただけるよ

う、駅の利便性向上や新型車両の導入など、より便利で快適

な運行を目指した取り組みも進めてまいります。

＊運輸部門の地球温暖化対策について（国土交通省）

 向けて

1975年

2008
年度

2009年

単位輸送量あたりのCO2排出量CO2排出量

東京都区部を中心にきわめて密なネットワークを形成する東京メトロは、エネルギー効率の

高い輸送機能と省エネルギー化された駅設備などにより、首都東京の都市機能を支えてい

ます。より便利で環境に配慮した地下鉄を目指し、これからもたゆまぬ努力を続けていきます。

東京メトロのCO2排出量・
単位輸送量あたりのCO2排出量

旅客輸送機関別単位輸送量あたりの
CO2排出量（2007年度）

車両の性能
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LED案内看板

　副都心線区間で導入されたサインシステムは、

光源をこれまでの蛍光灯から、長寿命で効率性の

高いLEDへと変更しました。これにより、使用電力

量を低減し、環境への配慮を実現しています。

氷蓄熱システム

　夜間に製氷し、昼間にその冷熱を冷房などに

利用するシステムです。夜間は電力使用量が少

ないため、化石燃料による電力供給はほとんど

行われていません。そのため、夜間電力を使用す

ることで、CO2の排出量削減に寄与しています。

自動運転装置付エスカレーター

　お客様の利用がない場合は、エス

カレーターの運転速度を自動的に

停止または微速運転に切り替える

エスカレーターを採用することによ

り、通常運転時に比べて停止時及び

微速運転時の使用電力量が削減さ

れ、環境負荷の低減が図れます。

太陽光発電システム

　千代田線北綾瀬駅の駅舎の屋根上に、太陽光

を利用した発電システムを設置しています。こ

れにより、晴天時には最大20kWの電力を供給

することができ、約19,000kWh/年の電力削減

が見込まれます。また、年間約10t-CO2（クスノキ

27本分）のCO2の削減効果が期待できます。

氷蓄熱槽 チラー（冷凍機）

LEDを用いた
サインシステム

LED方式の
表示機器

10000系車両などの環境配慮型車両をはじめ、エスカレーターや照明など、地下鉄のさまざまな場所で、
CO2削減に向けた設備の導入を進めています。
*地球温暖化防止に向けた取り組みと2008年度の実績については、p26-28も合わせてご参照ください。

地球温暖化防止に向けて
省エネルギー設備などの導入を進めています。
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     力率改善用進相コンデンサ

　モーターを使った機器などを動かすと、理論上、機

器を動作するのに必要な電力以外に、余分な電力

も要します。力率改

善用進相コンデンサ

は、この余分な電力

を削減しています。こ

れにより、電力を有効

利用できるなど、省

エネ化が図れます。

高効率変圧器

　2003年の省エネ法改正に伴い、エネルギー

消費効率の基準値をクリアしたトップランナー

変圧器（高効率変圧器）を導入しています。この

変圧器は、CO2排出量を削減し、大幅なランニン

グコストの低減を図るなど、地球環境にやさしい

変圧器です。

インバーター照明機器

　照明についても、発光効率の高いインバー

ター照明機器の一般化による省エネルギー化が

浸透してきました。東京メトロでも、消費電力が

少なくても発光効率が高く、設置台数を減らして

も同じ明るさが得られるHfインバーター照明機

器を採用し、省エネ化を図っています。

環境配慮型車両

　10000系車両はアルミ合金のリサイクル性を向上

させた車両となっています。一般的に車両で使用可能

なアルミ合金の種類は多岐に渡りますが、10000系

車両では、できる限り1種類のアルミ合金に統一を図

り、廃車後のアルミリサイクルを容易にできるよう配

慮した設計を行っています。また、アルミ車体は軽量

のため、少ないエネルギーで走行することができます。

特集1  東京の環境負荷低減に向けて

変電所

10000系車両 10000系車内
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求められるお客様目線の接客 東京メトロのファンになっていただけるように

社員同士で切磋琢磨

日本橋駅務管区

丸山 哲文

　ホーム周辺での安全管理やお客様への対応が私たちの役割

です。最近では、直通運転などの輸送サービスが充実していく

一方で複雑さが増し、お客様から「行き方がわかりづらい」などの

ご意見をいただくことがあります。お客様の心に響くサービスを

提供するためには、お客様の目線に立つ

ことが大切です。どうしたらお客様にわ

かりやすく伝えられるのかということを常

に考え、より良い接客を心がけています。

　日々の業務では、お客様のご様子を察して、可能な範囲で

進んでお声がけするようにしています。お子様をベビーカー

に乗せたお客様が駅の階段をご利用になられた際、こちらか

らお手伝いをさせていただくなど、ちょっとした心づかいから

お客様が喜んでいただけると、私も嬉しく感じます。今後もさ

まざまな業務の経験を重ねながら、お客様視点に立った心に

響くサービスを心がけ、一人でも多くのお客様に東京メトロの

ファンになっていただけるよう努めていきます。

　社内では、駅務員の接客

技術向上のために「接客選

手権」という競技会を開催

しており、日常業務で起こ

りうる場面での接客技術を

競います。私も昨年参加さ

せていただきましたが、自

己の接客技術を磨くとともに、ほかの参加者の優れた接客技術

や姿勢を参考にできるとても良い機会となりました。また、競技

の見学者など周囲への刺激にもなり、良い意味での競争心を育

む機会にもなっています。

接客選手権の様子

駅 務 員 心に響くサービスがモットーです

・ 改札やホームなど 
特定の場所で対応

・ 駅のホーム整理などの 
安全管理

・ 電車遅延などの 
トラブル時の対応

駅務員の主な仕事

お客様満足度向上を目指して2特集

時代の変化とともにお客様から寄せられる声は増加し、
その内容は多様化・高度化してきました。
その声に応え、より良いサービスを実現するために、
お客様満足度向上を追求していきます。
＊具体的なお客様満足度向上の取り組みについてはp35-39をご参照ください。

9 東京メトロ　社会環境報告書2009



施した上で、粘り強く調整を行う。施策を形にしていくことは大

変ですが、楽しみとやりがいを感じています。

　お客様の声の中には潜在的なニーズが数多く隠されており、

私たちにとってはとても貴重で大切です。更に良質なサービス

を提供するために、今後も積極的に価値を見出し、迅速に施策

として反映できるよう励んでいきたいと思っています。

りと行っています。また、お客様の声を傾聴し、本当に求めて

いることを察してすばやく対応することが、お客様の大切な1

日をお手伝いすることにつながると思っています。お客様のこ

とを思って行った対応に「ありがとう」と言っていただけることが

何よりも嬉しいです。ご利用いただいているお客様への感謝の

気持ちを忘れずに、更に高いレベルのサービス提供を目指して

いきます。

施策の実行をサポート

幅広い知識で広範なエリアに対応

粘り強く取り組みを形に

お客様の声から価値を見出す

プロ意識を持ち、 
それぞれのお客様に適したサービスを サービスマネージャー

小西 綾子

鉄道本部 鉄道統括部 
お客様サービス課

佐々木 翼

　この4年間でお客様か

らお寄せいただいたご意

見・ご要望の件数はほぼ

倍増し、東京メトロに求め

られる価値はますます多

様化しています。社会の変

化の中で、一人でも多くのお客様の声にお応えするために、情

報を各部署に提供し、ＣＳ推進事務局としてお客様に満足いただ

ける施策を推進することが私たちの役目です。施策を実現する

ためには多くの部署の協力が欠かせません。そのために部署間

の意見を積極的に調整し、部門横断的に施策が実現できるよう

サポートしています。

　サービスマネージャーは2004年

の東京メトロの発足に伴い導入され

ました。私たちは駅構内を広範囲に

わたって巡回しながらお客様への対

応を専門的に行っています。東京は

日本一観光客が集まる地域というこ

ともあり、海外からの方への対応も

多数あります。朝礼で行われる英語

の接客トレーニングなど、語学力を磨

くことも欠かせません。また、おすすめのランチスポットや観光

地を聞かれることも多く、社員同士お互いの経験を共有しそれ

をマニュアルに追加することによって、幅広い知識を身につけ

るようにしています。

　最近の施策では、「お客様のために傘の水切り機を駅に設置で

きないか」という社員からの提案があげられます。さまざまな課

題もありましたが、何度も協議を重ね各部署に理解を得て試験

を実施したところ、通行者の約3割が利用するという高いニー

ズが明らかになり、本格的導入に向けて調整を進めるに至って

います。社員からの提案やお客様の声をもとに、現地調査を実

　心からの笑顔を絶やさないために、日々の健康管理をしっか

いレベルのサービス提供を目指して

ャー

綾子

サービスマネージャー

お客様サービス課

笑顔での対応を心がけています

潜在的なニーズを探っています

・ 研修などを通して社員のお客様満足に
対する意識の向上を促す

・ 日々蓄積されるお客様の声をまとめ、 
社内に発信

・ 複数部署との調整を行い、 
実行をサポート

・ お客様満足度向上のために 
実施した施策をお客様にPR

・ 駅構内を巡回しながらお客様
をご案内

・ きっぷうりば付近での乗車券
購入のお手伝い

・ 目的地の近辺まで同行してご
案内

サービスマネージャーの
主な仕事

お客様サービス課の主な仕事
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完全民営化を視野に入れた「グループ理念」や、その実現のための指針である「経営方針」など、

経営基盤を強化することで、持続的な企業価値向上に努めています。

経営ビジョンと経営計画

経営基盤の強化に努め、
「持続的な企業価値の向上」を目指します。

　「経営ビジョン」とは、東京メトログループの完全民営化以

降をも見据えた企業経営の思想です。長期的な視点で「グ

ループのありたい姿」を示した「グループ理念」、東京メトログ

ループがその実現のために、お客様、社会、投資家、社員に

対して何を提供していくのか、そのために何をするのかを示

した「経営方針」、それらに基づき社員がとるべき行動を示し

た「社員行動指針」から構成されています。

東京メトロの
経営基盤

グループ理念「東京を走らせる力」とな
るべく、経営基盤の強化に取り組みます。
また、より広いステークホルダーからの
期待に応え、社会から評価される企業
を目指します。

経営ビジョン
東京を走らせる力

　私たち東京メトログループは、鉄道事業を中心とした事業

展開を図ることで、首都東京の都市機能を支え、都市として

の魅力と活力を引き出すとともに、優れた技術力と創造力に

より、安心で快適なより良いサービスを提供し、東京に集う

人々の活き活きとした毎日に貢献します。

●安全の大切さを心に刻み、 
社会からの揺るぎない信頼を獲得しよう。

●世界都市東京のネットワークを支える者として、 
強い「自覚」と「責任」を持とう。

●常にお客様の視点に立ち、 
創造的で心に響くアイデアを形にしよう。

●自由な議論とチームワークを大切にし、 
オープンで活き活きとした企業グループをつくろう。

●民間企業としての自立意識を強く持ち、 
新たな利益を創造しグループ価値を向上させよう。

社員行動指針

経営戦略

中期経営計画

経営計画

経営
ビジョン

経営ビジョン
グループ理念
経営方針
社員行動指針

グループ理念

11 東京メトロ　社会環境報告書2009



　経営計画は、経営ビジョンを具現化するための「経営戦略」

と、その着実な実現に向けた3カ年「中期経営計画」から構成

されます。

　2008年度の決算実績は、キャッシュフロー：1,129億円、

　2007年度からの3年間を計画期間とする中期経営計画
「Step Up Tokyo Metro Plan 2009」を策定しました。前中期
経営計画に引き続き、経営基盤の整備・強化を推進し、これま

で以上に「お客様視点」に立った、より優れたサービスを提供す
ることで、「持続的な企業価値の向上」を図ります。

中期経営計画の数値目標（連結）の状況

経営計画 

持続的な企業価値の向上を目指す

実施計画の主な項目

経営方針

数値目標（連結）

お客様に対して
●安全を最優先に、シームレスな都心ネットワークを活かすとともに乗
り換え利便性の向上を図り、より正確でスムーズな移動手段を提供し
ます。

●東京に集う人々のニーズを的確にとらえ、質の高いサービスを提供す
るとともに、運賃水準の維持に努めます。

●駅の多機能化 ･ バリアフリーを促進し、多くのお客様にご利用いただ
けるような快適で魅力ある空間を創出していきます。

社会に対して
●地球環境の保全に積極的に取り組みます。

●優良な企業市民として、首都東京の発展と地域社会との共生、さらに
国際社会への貢献に積極的に取り組みます。

●コンプライアンス重視の経営を実践し、倫理面からも評価される企業
グループになります。

投資家に対して
●常に企業価値の向上を意識した経営を行い、グループ全体の収益力向
上とコスト削減により健全な財務体質を確立します。それにより、早期
の上場と安定配当を可能とする利益体質を構築します。

●グループ成長のベースとして、業界最高水準を行く技術力の維持・向
上に努めます。

● IR活動、ディスクロージャーに力を入れ、投資家との揺るぎない信頼
関係を築きます。

社員に対して
●社員のやりがい、働きがい、活力を引き出す企業グループになります。

●民間企業として競争に勝つことのできるプロフェッショナル集団を目
指します。

●柔軟な発想と主体性を持ち、自ら問題を発見し解決できる人材を育成
します。

●鉄道輸送の安全・安定運行を維持するとともに、更なる信頼性の
向上に取り組みます。

●鉄道ネットワークの充実を図り、便利な鉄道を創造します。

●すべてのお客様が使いやすい駅を目指します。

●お客様のニーズにあった商品開発・情報提供を推進します。

●成長のエンジンとなるべく、関連事業の積極的な展開を促進します。

●持続的な成長を図るためコスト削減・生産性改善活動など効率的
な企業経営を推進します。

●計画の実行主体である人材の育成・社員の意識改革に取り組みます。

●企業運営の前提となる社会的責任を果たします。

キャッシュフロー※1（3カ年総額）　2,920億円（2004～2006年度実績）

▲

3,200億円（2007～2009年度目標）

D/E レシオ※2　3.4倍（2006年度実績）

▲

2.2 倍 ROA※3　7.3％（2006年度実績）

▲

7.3％

※1 キャッシュフロー（Cash Flow）：企業の営業活動によって得られた資金状況を示す指標
＊本計画では、当期純利益＋減価償却費の合計を意味します。

※2 D/E レシオ（Debt Equity ratio）：負債／株主資本で算出される、企
業の財務上の安全性を示す比率

※3 ROA（Return on Assets）：総資産営業利益率（営業利益／総資産）

中期経営計画 “Step Up Tokyo Metro Plan 2009”

D/Eレシオ：2.5倍、連結ROA：6.9％でした。今後も「東京

を走らせる力」というグループ理念のもと、企業価値の向上

に向けた取り組みを推進していきます。

　安全・安定性の向上及び社会との調和を前提に、各事業戦

略を実行するとともに、各事業戦略の実行を支える経営の仕

組みの整備及び実際に戦略を実行する主体となる東京メトロ

グループ一人ひとりの社員の意識改革を行い、企業価値の向

上を目指します。

経営戦略
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　東京メトロは、お客様、社会、投資家、社員など全てのス

テークホルダーに提供する付加価値の向上に努めています。

また、信頼される企業として、経営の透明性・公正性を確保

し迅速な業務執行に努めるとともに、コーポレート・ガバナ

ンスの充実を図り、効率的な企業経営による経営基盤の強

化を目指しています。

　東京メトロの取締役会は社内取締役13名で構成され、原

則として毎月1回開催し、法令または定款に規定するものや、

経営に関する重要な事柄についての決定及び業務執行に対

する監督を行っています。また、迅速で適切な業務執行を

行うために、「経営会議」を社長の諮問機関として設置し、経

営政策や重要事項などについて審議しています。

　東京メトロでは、監査役制度を採用し、3名の社外監査

役を含む監査役4名で構成される監査役会の開催のほか、

取締役会その他重要な会議への出席、重要な決裁書類の

閲覧など、取締役の職務執行について厳正な監査を行って

います。

監査体制の連携強化
　東京メトロでは、内部監査、監査役監査、会計監査人監

査を行っています。

　内部監査については、社長直轄の組織である監査室に

14名を配置し、社内規程に基づく適正な業務の執行状況

について計画的に内部監査を行うとともに、グループ会社

の監査も行っています。

　2008年度は、監査計画に基づき、東京メトロ全部門の

主要業務の執行状況について、また、グループ会社の主要

業務の執行状況について、それぞれ関係書類の閲覧及び担

当者とのヒアリングによる監査を実施しました。

　監査役監査については、監査役会を定期的に開催し、監査

方針及び監査計画に基づき、業務執行状況について監査を

実施するとともに、必要に応じ各取締役から業務の執行状況

について個別聴取するなど、厳正な監査を行っています。

　会計監査人監査については、監査法人と監査契約を締結

し、監査を実施しています。

　これらの監査の相互連携を強化するため、監査役は監査

室及び会計監査人から監査に関する報告を受けるほか、相

互に緊密な連携を保ち意見交換を行うなど、効果的な監査

を実施するよう努めています。

グループガバナンス体制の整備
　東京メトログループの各グループ会社に対する管理体制

を明確化し、指導及び育成を推進することにより、コーポ

レート・ガバナンスの強化と発展を図るため、「グループ会社

管理規程」を制定しています。

　これにより、本体・グループ会社の役割が整理され、今後

の事業戦略の展開に応じグループとしての企業価値の最大

化を図ります。

全てのステークホルダーへの提供価値を高め、信頼される企業になるため、

東京メトロ及び東京メトログループ全体でのコーポレート・ガバナンスの強化を進めています。

信頼される企業となるために、
コーポレート・ガバナンスの充実に努めています。

コーポレート・ガバナンスに関する
考え方と体制

監査 報告

内部監査相談・通報

選定・監督

選任・解任

選任・解任

選任・解任

監査役会

会計監査人

株主総会

取締役会

社長

各部門

グループ会社
監査室

経営会議
コンプライアンス・

リスクマネジメント委員会

ヘルプライン

会計監査人監査

コーポレート・ガバナンスと内部統制

▶コーポレート・ガバナンス体制図

コーポレート・ガバナンス
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　東京メトロでは、内部統制システムの適切な整備・運用に

よりコーポレート・ガバナンスの徹底を図り、企業価値向上に

努めています。

内部統制システムの整備と運用

内部統制システムの基本方針

❶ 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制

❷ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

❻ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた
場合における当該使用人に関する事項

❼  上記の使用人の取締役からの独立性に関する事項

❽ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他
の監査役への報告に関する体制

❾  その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制

❸ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

❹ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制

❺ 当社及びグループ会社から成る企業集団における業務の適
正を確保するための体制

●  コンプライアンスに関する規程及び行動基準に基づき、コンプライ
アンスを重視した職務の執行を推進します。

●  副社長を委員長とするコンプライアンスに関する委員会を設置し、
必要な案件を協議します。

●  監査室は、各部門の業務全般について内部監査に関する規程に基
づき監査を実施します。

●  コンプライアンスの一層の浸透を図るため、すべての役職員を対
象とする研修を継続的に実施します。

●  内部通報制度を設け、コンプライアンスに反する行為又は疑問の
ある行為に対して適切に対処します。

●  財務報告の信頼性を確保するための内部統制を整備及び運用しま
す。

●  秩序や安全を脅かす反社会的勢力とは決して関係を持たず、反社
会的勢力の活動を助長するような行為は行いません。

●  リスクマネジメントに関する規程及び基本方針に基づき、リスク管
理体制を構築し、具体的リスクへの対応を適切に実施します。

●  副社長を委員長とするリスクマネジメントに関する委員会を設置
し、必要な案件を協議します。

●  鉄道輸送の安全確保のため、事故、災害及び不測の異常事態に関
しては、事故、災害等の対策に関する規程に基づき適切に対応する
ほか、鉄道輸送について更なる安全管理体制の充実を図ります。

●  社長を議長とする取締役会を開催し、経営に関する最重要事項の
審議、取締役の職務執行状況の監督等を行うほか、経営の機動的
かつ円滑な遂行のために、社長を議長とする経営会議を開催し、経
営に関する重要事項を審議します。

●  取締役会において中期経営計画に基づく経営目標値及び業績評価
指標を踏まえた年度計画を策定し、業績の管理を行います。

●  業務組織、業務分掌、職制及び職務権限に関する規程に基づき、組
織的かつ効率的な職務執行を図ります。

●  取締役の職務執行に係る文書に関し、文書管理に関する規程に基づ
き適切に保存及び管理します。

●  監査役室に室長を含む使用人数名を置き、監査業務を補助すべき
専属の使用人とします。

●  監査役室は業務執行部門から独立した組織とし、監査役室長は監査
役の命を受け、監査役の監査に関する補助業務を行います。

●監査役室の使用人の人事については、監査役と事前協議します。

●  監査室は、内部監査結果について社長に報告後、監査役に報告しま
す。

●  取締役及び使用人は、監査役に対し、計算書類及びその附属明細
書、株主総会に提出する議案及び書類並びに会社に著しい損害を
及ぼすおそれのある事実及び後発事象に関する文書を提出すると
ともに、業務執行に関する重要な決裁文書等の文書類を回付し、説
明を行います。

●  取締役及び使用人は、監査役会規程の定めるところに従い、監査役
会において報告を行います。

●代表取締役は、監査役と定期的に意見交換を行います。
●  取締役は、監査役が重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べ
ることができるよう措置します。

●  監査室及び会計監査人は、監査役又は監査役会に、監査に関する
報告をするほか、相互の監査計画についての意見の交換を図り、連
絡を密にします。

●  監査役又は監査役会は、その職務の執行上必要がある場合は、社
長の承認を得て監査役室以外の使用人に臨時に監査に関する業務
を行わせることができます。

コンプライアンスの推進、財務報告の信頼性の確保、業務の有効性・効率性の向上及び資産保全を達成するため、
当社における内部統制システムの基本方針を次のとおり決議しています。

●  コンプライアンス及びリスクマネジメントに関する規程に基づき、
コンプライアンス及びリスクマネジメントへの取組みを、グループ

内部統制

全体として推進します。さらに、内部通報制度の相談・通報範囲を
グループ全体とします。

●  グループ会社管理に関する規程に基づき、グループ全体の適正か
つ効率的な業務執行を図ります。

●  財務報告の信頼性を確保するための内部統制を、グループ全体の
取組みとして推進します。

●  グループ会社における重要事項の決定については、当社の承認を
必要とします。

●  監査室は、グループ会社の業務全般について内部監査に関する規
程に基づき監査を実施します。
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❶ 私たちは、ステークホルダーの生命・身体・利益を損
なわないように活動します。

❷ 私たちは、社会環境の変化の動向を注視してリスク
を的確に把握し、これらのリスクに対し適切な処理に
努めます。

❸ 私たちは、関連する法令等の制定・改正等の動向を注
視し、コンプライアンス行動基準、法令等を常に遵守
します。

❹ 私たちは、リスクが顕在化した場合や法令に違反す
る事態が発生した場合、責任ある行動をとるととも
に、再発防止のために最善を尽くします。

さまざまな経営上のリスクを見据え、グループ全体でリスクに備えるための体制づくりを進めることが、

企業価値の向上につながると考えています。

リスクマネジメントの運用により、
重要なリスクの把握と対応に努めています。

　東京メトロでは、2005年4月に「リスクマネジメント基本方

針」に沿って、コンプライアンス及びリスクマネジメントの推

進・運用に関する基本的事項を定めた「コンプライアンス・リ

スクマネジメント基本規程」を制定するとともに、計画の策定

や必要な対応について協議・検討する「コンプライアンス・リ

スクマネジメント委員会」を設置しています。

　東京メトロでは、各部等及びグループ会社において全ての

リスクの洗い出しを行った上で、コンプライアンス・リスクマ

ネジメント基本規程に基づき、リスクマネジメントに関する年

度計画を策定し、この計画に従ってリスク対策を検討・実施し

ています。

　2008年度は、下記の7つのリスクを対策優先リスクとし

て選定し、リスク対策に取り組みました。

　このうち、「感染症リスク」については、鳥インフルエンザな

ど新型インフルエンザの発生に備え、マスク等対策用品の配

備などを進めてまいりました。2009年度についても、対策計

画の策定に向けて、引き続き検討を進めています。

クライシス対応体制
　お客様の安全をはじめ、ステークホルダーに対し重大な影

響を及ぼす事態（クライシス）の発生時においては、コンプラ

イアンス・リスクマネジメント委員会（ただし、事故・災害等の

発生時にあっては、「事故・災害等対策規程」に基づく事故・災

害等対策本部）を中心として、迅速に対応できるような体制

づくりを進めています。
＊具体的な安全対策・防災対策についてはp17～20をご参照ください。

リスクマネジメント推進体制

リスクマネジメントの実施状況

リスクマネジメント

東京メトログループ
リスクマネジメント基本方針

リスクマネジメント

●外部犯罪リスク

●人材流出リスク

●従業員の不正・犯罪リスク

●社内事務リスク

●製品・サービスリスク

●感染症リスク

●地震・災害リスク

▶リスクマネジメント推進体制

経営会議

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会の
協議事項のうち、重要事項に関する審議

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会

●  リスクマネジメント基本方針及びコンプライアンス行動基準の
策定及び改定に関する事項

●  コンプライアンス及びリスクマネジメントへの取り組みについて
の計画の策定及び取り組み成果の集約に関する事項

●「東京メトログループヘルプライン」に関する事項

●危機発生時の初期対応及び復旧後の再発防止策に関する事項

●その他コンプライアンス及びリスクマネジメントに関する事項
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　このうち、研修については、「階層別研修」や「全社員研修」

を実施しています。「全社員研修」は、年度ごとにテーマを決

めて、東京メトログループの全役職員に対して実施するもの

で、2009年度は「インサイダー取引規制について」をテーマ

に取り上げ、実施しています。

個人情報保護
　東京メトロは、定期券販売に必要な情報など、お客様の個

人情報をお預かりしており、その取り扱いと保護について、重

要な社会的責任と認識しています。このため、「個人情報保護

規程」「個人情報保護方針」を制定し、厳正な管理体制を整備

しています。この方針は駅などで掲出しているほか、ホーム

ページでもご覧いただけます。

　また、個人情報の取り扱いを解説した「個人情報保護マニュ

アル」を作成し、個人情報の重要性について啓発に努めてい

ます。

ヘルプラインの設置・運用
　東京メトログループの全役職員からコンプライアンスに関す

る通報・相談を受け付ける窓口として「東京メトログループヘ

ルプライン」を開設し、問題の早期発見・解決に努めています。

法令や条例、社内規程の遵守はもとより、社会的倫理や通念、慣習に従って適正な行動をとることによって、

あらゆるステークホルダーに配慮した事業展開を目指しています。

コンプライアンスに対する意識を浸透させ、
公正な企業活動を行います。

　2005年4月に制定した「東京メトログループコンプライア

ンス行動基準」は、ステークホルダーに対して果たすべき責

任と役職員としての心構えをまとめたものです。この行動基

準は、常時携帯できるようカード形式で作成し、全役職員に

配付しています。また、行動基準についての理解を深めるた

め、身近な事例を解説した「コンプライアンスマニュアル」を

作成し、全役職員に配付しています。2009年9月には、社

会情勢の変化などを踏まえ、これまでのマニュアルの内容を

見直し、新マニュアルを配付しました。

コンプライアンス研修・教育
　東京メトロでは、コンプライアンス・リスクマネジメント基

本規程に基づき、コンプライアンスの取り組みに関する年度

計画を策定し、この計画に従ってコンプライアンスへの取り

組みを推進しています。

コンプライアンス

内部者（インサイダー）取引
管理規程の制定

コンプライアンス行動基準・ 
コンプライアンスマニュアル

　私たち東京メトログループの全役職員は、あらゆるステークホルダーに配慮した公正な企業活動を行うとともに、そのために必要な心構
えを自覚し実践することが、グループの持続的かつ安定的な発展にとって不可欠であると考えています。私たちは、以上のことを具現化した
「東京メトログループコンプライアンス行動基準」を定め、グループ理念の実現に向け、法令、規則の遵守はもちろんのこと、常識や倫理を
重んじて行動します。

❶ お客様への責任

❸ 取引先への責任

❷ 投資家への責任

❹ 社員への責任

（1） お客様の安全を第一に考え、安定的かつ快適な鉄道輸送を目指します。
（2） お客様のニーズを捉え、高品質で最適な価格により有益なサービスを提供

します。
（3） お客様に様々な情報を分かりやすく伝えるとともに、お客様からのご意見

やご要望に耳を傾け、サービスの改善に活かします。

（1） 談合等の不正行為を排除し、公正な取引を行います。
（2） 調達先などに対して優越的な地位を濫用せず、対等な立場で接します。
（3） 適正な調達先を選定し、取引の公正性を確保するとともに、安全な原材料・

資材を安定的に調達します。

（1） 安全かつ健全な職場環境を整え、社員にとって働きがいのある職場作りに
努めます。

（1） 企業情報を適時かつ適切に提供することにより、投資家からの正当な評価
と信頼を獲得します。

（2） 投資家からのご意見を真摯に受け止め、収益性・効率性の向上による企業
価値の増大を目指します。

コンプライアンス

❺ 社会への責任
（1） 環境保全活動に取り組むとともに、より環境負荷の少ない事業を目指した

企業経営を実践します。
（2） よき企業市民として、事業を通じて社会の発展に貢献し、地域社会との交

流に努めます。
（3） 秩序や安全を脅かす反社会的勢力とは決して関係を持たず、反社会的勢力

の活動を助長するような行為も行いません。

❻ 東京メトログループの役職員として
（1） 会社資産を大切にし、私的利用は行わず、業務のために正当に使用します。
（2） 自社の知的財産権を積極的に活用・保護するとともに、第三者の権利を決

して侵害しません。
（3） 情報の入手及び管理を適切に行い、不正入手や情報漏洩のないよう徹底し

ます。
（4） 個人情報の取り扱いについては、目的以外で利用したり、同意なく第三者

へ情報の提供はしません。
（5） 職場においては公私をきちんと区別し、個人的な問題を持ち込みません。

（2） 基本的人権を尊重し、セクシュアルハラスメント・パワーハラスメントなど
人権を傷つける言動を行いません。

東京メトログループ コンプライアンス行動基準
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輸送の安全確保は何より優先すべき使命です。地下という特殊な環境下で安全・安定輸送、

地震など異常時への対応について取り組みを徹底し、使命を遂行する努力を重ねています。

安全・安定運行のために

お客様の安全を第一に、安全管理体制の
充実による輸送の安全確保に努めています。

　輸送の安全の確保に関する基本方針に基づき、毎年度、

「安全防災対策の重点目標」を設定し、役員及び社員が一丸

となって事故防止に努め、安全で安定した輸送の確保に努

めています。

▶安全管理体制

安全・安定運行
への取り組み

鉄道事業の運営は安全の確保を第一の
課題として行うものとし、お客様の安全を
最優先に、コンプライアンスを重視した
経営を推進して、「安全・安定性の向上」
及び「社会との調和」を目指しています。

輸送の安全の確保に関する基本的な方針

役員及び社員は輸送の安全を確保するため、
常に次の事項を心掛けて行動いたします。

●安全の確保を最優先とし、一致協力して輸送の使命を達成
することに努めます。

●安全に関する関係法令等を遵守して忠実に職務を遂行し、
その職務の遂行に当たっては、憶測によらず確認の励行に
努め、最も安全と思われる取扱いを行います。

●常に輸送の安全に関する状況を理解するように努め、安全
に係る情報は、迅速かつ正確に関係箇所に伝達し、その共
有化を図ります。

●事故・災害等の発生時には、人命救助を最優先に行動し、相
互に協力して速やかに安全かつ適切な処置をとります。

●常に問題意識を持って行動し、業務の見直しが必要な場合
は、積極的に対処します。

　社長を最高責任者とし、輸送の安全の確保に関する業務を統括する安全統括
管理者をはじめ、運転管理者、乗務員指導管理者及び各責任者の責任体制を明
確にして、安全管理体制を構築しています。

乗務管区長（乗務員指導管理者） 検車区長（乗務員指導管理者）

鉄道本部長（安全統括管理者）

研修センター所長

社長

財
務
部
長

人
事
部
長

電
気
部
長

改
良
建
設
部
長

工
務
部
長

運
転
部
長

（
運
転
管
理
者
）

営
業
部
長

車
両
部
長

鉄
道
統
括
部
長

安
全
・
技
術
部
長

経
営
管
理
部
長

2009年4月1日現在

❶ 事故等の総件数の対前年度比減

　係員取扱不良件数、車両故障件数、設備故障件数及び請負取引先に
よる事故やミスの総発生件数を前年度より減少させるため、数値目標
を設け、安全・安定輸送の確保を図りましょう。

❷ ヒューマンエラーの排除

　一人ひとりが、自社・他社の事故事例やヒヤリ・ハットの体験を学び、
なぜヒューマンエラーが発生するかを考え、規程類を遵守してヒューマ
ンエラーの防止に努めましょう。

❸ 事故・災害・事件対応の充実

　駅構内や列車内、車両基地等の施設の巡回及び警戒・警備は目的を
持って行い、犯罪の未然防止に努めましょう。
　地域防災ネットワーク活動を一層充実させ、全社的な危機管理意識
の醸成に努めるとともに、事故発生時の対応能力向上に努めましょう。
　日ごろから、異常気象等の情報に注意を払い早期の対応に努めま
しょう。

❹ 請負工事及び委託作業における事故防止

　請負工事及び委託作業における作業の安全管理について、事業者と
しての責任を踏まえた指導及び十分な打合せを行い、事故の防止に努
めましょう。

▶平成20年度安全防災対策の重点目標
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　東京メトロでは、2006年10月に制定した「安全管理規程」

に基づき、輸送の安全確保に関する施策や事故対策の計画

などを策定しています。また、安全管理体制の維持・向上を

図るため、安全マネジメントのPDCA（計画、実施、評価、改善）

サイクルを実行しています。更に、安全管理体制に係る内部

監査を毎年行い、取り組みの状況、規程類の整備、事故情報

の有効活用方法などについて、的確な指導や安全管理が実

際に行われているか点検し継続的な改善を図っています。

▶安全管理体制に係る内部監査実績（2008年度）

部門名 職場数 部門名 職場数

営業部 4 電気部 6

運転部 4 鉄道統括部 1

車両部 6 経営管理部 1

工務部 3 人事部 1

改良建設部 2 財務部 1

　東京メトロでは、安全に関わる設備に必要な施策を計画的

に実施しています。特に信号保安設備であるCS-ATC（車内

信号式自動列車制御装置）の新CS-ATC化を有楽町線にて進

めるなど、更なる安全性の向上を目指しています。

　大地震に備えて、トンネルや高架橋等の耐震性の再検討を

行い、構造物及び建物の緊急耐震補強工事を実施しています。

　また、早期の運転再開ができるように過去の地震を教訓と

して、既設の6台の地震計に加えてエリア地震計を33台増

設し、これまで全線同一方法だった点検を詳細なエリアごと

に必要な点検をするように変更しています。

　更に、2007年10月から、気象庁から発信される緊急地

震速報を活用した「早期地震警報システム」の運用を行い、地

震対策を強化しています。

安全管理の方法
●安全管理に関する会議の開催

●事故発生時の緊急体制の整備

●タウンミーティングの実施

設備などの更新実績
●  信号保安設備の改良 
有楽町線新富町～新木場駅
間の新CS-ATC化の取り組み

●  車両の更新 
有楽町線・副都心線への新
型車両10000系車両導入

●役員による現業職場への巡視

●事故情報の共有化

安全な走行を確保する技術について

　東京メトロは、列車の速度を絶えず監視し、制限速度を超え

た場合、自動的に制限速度以下に戻すATC（Automatic Train 

Control=自動列車制御装置）をいち早く導入しました。現在、東

京メトロの全路線で、CS（Cab Signal)-ATCを導入しています。

　これは、線路脇ではなく運転室に信号機に相当するものを設

置し、走行中も絶えず制限速度を表示するシステムです。なお、

現在は従来のCS-ATCを更に

高性能化した新CS-ATCを導入

し、保安度を向上させるととも

に乗り心地の改善や運転効率の

向上を図っています。

安全管理体制の構築

安全への取り組み

設備などの更新による保安度向上

震災対策の推進

火災対策の推進
　東京メトロでは、大火

源火災に対する安全性向

上のために、避難誘導設

備、排煙設備、二段落と

しシャッター、消火栓設

備などの整備、ケーブル

の耐燃措置、車両天井材

の耐燃措置、車両の貫通扉の設置による延焼防止など、設

備の整備に取り組んでいます。

設備などの主な整備実績
●避難誘導設備の整備

●排煙設備の整備

●二段落としシャッター整備

●蓄光式明示物の整備

●車両貫通扉の設置

排煙設備（排煙機）

店舗部高架橋橋脚耐震補強

新CS-ATC 対応の有楽町線車両

早期地震警報装置画面図

進行 停止
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駅の安全対策
　お客様の安全を確保するため、さまざまな設備の導入によ

り安心してご利用いただけるよう努めています。

サミット開催に伴い、更に警備強化した主なもの
●  新たな警備ベストと腕章着用による駅構内、列車、車両基地、
線路内、諸設備の巡回警備強化

●  ゴミ箱撤去、コインロッカー閉鎖、自動販売機の販売停止

風水害対策の推進
　台風や大雨による風水害

の対策として、気象情報の有

効活用や浸水防止設備（止水

板、防水扉、防水ゲート、浸

水防止機）の整備などを行っ

ています。特に都市部では、

局地的大雨による水害が多く発生しています。そのため、よ

り精度の高い情報を短時間で入手するために「東京メトロ気象

情報オンラインシステム」を導入しています。これにより、早

期の浸水防止対策に活用しています。また、強風時の安全対

策として、風速計を橋りょうなどの強風による影響を受けや

すい場所に設置し監視を行っています。

駅の安全対策に関する実績
●  ホームドア・可動式ホーム柵・可動ステップの設置

●  転落防止警報装置の試験

●  非常停止ボタンの設置

●  駅係員よびだしインターホンの設置

●  自動体外式除細動器（AED）の設置

●  列車風対策の推進

東京メトロ気象情報オンラインシステム

丸ノ内線の可動式ホーム柵 非常停止ボタン

社員の研修
　ヒューマンエラーを排除し輸送の安全を確保するために

は、知識と技能を備えた人材の育成が重要です。そのため、

各種の研修を実施することにより輸送における安全性の確保

に努めています。

鉄道テロ対策の実績
●セキュリティカメラの設置

●中身の見えるゴミ箱の設置

●  不審物の発見などに関するご協力をお客様にお願いするポス
ターやテロップの掲示及び放送の実施

●  駅係員及び警備員による駅構内の巡回実施

●  駅売店員・清掃員の「テロ対策協力ワッペン」の着用

　日 の々輸送に関する安全維持向上だけでなく、現在厳しさを

増す国際テロ情勢や駅構内の犯罪などに備え、警戒・警備を

駅における防災管理施設について

　東京メトロの駅には、自動火

災報知設備をはじめ、非常放

送設備・排煙設備・消火設備な

どを整備しています。これらの

設備は、駅事務所内の防災管

理施設で集中管理され、駅構

内を総合的に監視しています。

万一、火災が発生した場合でも、お客様の避難誘導や消火活

動などが迅速・的確に行える体制をとっています。

安全文化の構築・ 
技術の伝承への取り組み

鉄道テロ対策

実施しています。

　また、従来の「防犯・監視

カメラ」の機能を向上させた

「セキュリティカメラ」を設置

するなど監視体制の充実を

図っています。

　2008年度は、北海道洞

爺湖サミット開催に伴い、東京メトロ全路線における安全確

保のため、警察や関係機関と連携を図り警備体制の強化を実

施しました。

駅の防災管理施設

※1 鉄道総合技術アカデミー（企業内スクー
ル）：東京メトロが培ってきた地下鉄運行の
ノウハウや技術を、将来を担う若手社員に
伝承していくため、毎年、25名程度を選抜
して開催する研修です。

研修に関する実績
●  乗務員養成研修
　－ CAI（コンピュータによる補助教材）を活
用した教育の実施

　 － 電車運転シミュレーターを活用した研修

●駅の信号取扱者などの研修

●鉄道総合技術アカデミー※1

●  事故防止に関する研修
 　 － 事故防止オープンセミナーの開催
　 － 「事故に学ぶ展示室」を活用した研修

●救命技能講習
車掌用シミュレーター

運転士用シミュレーター

不審物発見の協力を依頼するポスター
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各種の安全活動
　重大事故などの未然防止、事故発生時の円滑な対応及び

安全意識の高揚のための取り組みなど、各種の安全活動を

実施し、安全の確保に努めています。同時多発的な事故災

害やテロに対して、お客様の避難誘導、救護などを円滑に

行えるよう、駅係員や乗務員のほかに車両、工務、改良建

設、電気の各部の現業社員が、職種を越えた横断的な応援

体制（12ブロックに分けた地域防災ネットワーク）を構成し、

消防署や警察署などと連携した異常時総合想定訓練などを

実施しています。

　また、請負工事や委託作業における事故の未然防止のた

め、地下鉄の特殊性を踏まえた安全教育を行うなど、鉄道運

行の安全と作業員の安全の維持向上を目指しています。

▶技術部門と請負者等との安全の取り組み

緊急時対応訓練
　お客様の安全を確保するために、万一の事故、災害など

不測の緊急事態が発生した際、「迅速」「冷静」「的確」に判断し

訓練に関する実績
●  対策本部設置・運営訓練

●  異常時総合想定訓練－避難誘導、救出救護など

●緊急時における各機関初動連絡訓練　●自衛消防活動訓練

安全研究
　過去の事故を教訓に、安全性の維持・向上、車両走行安

定性の向上や騒音の低減を目指した研究などにも取り組ん

でいます。

安全研究に関する実績
●車両走行状態監視装置の開発・導入　

●PQモニタリング台車の開発・実用化　

●  摩擦調整材車上噴射装置の開発

安全活動の実績
●  ヒヤリ・ハット情報の収集と活用

●  地域防災ネットワークの活動
　－ 警察署とのNBC（核物質、生物剤ま
たは化学剤）テロ対処訓練など

●  請負工事及び委託作業に 
おける事故防止の活動

● 安全に関する各種職場内活動
　－ KYT（危険予知トレーニング）活動、ゼロ災運動、点呼時などの安全教育、OJT
（職場内教育）など

●各種講演会の開催
　－ 安全講演会、安全の日講演会、警察・消防による講習会など

▶事故等の総発生件数の推移

2007 20082006 （年度）

（件） インシデント
電気事故
輸送障害
鉄道運転事故

0

20

40

60

15

31

46 48 48

33

15

2

30

16

（1）

鉄道事故等の状況

※2 鉄道運転事故とは、「列車衝突事故」「列車脱線事故」「列車火災事故」「踏切
障害事故」「道路障害事故」「鉄道人身障害事故」「鉄道物損事故」をいいます。
※3 輸送障害とは、列車に運休または30分以上の遅延が生じた事故をいいます。
※4 インシデントとは、鉄道運転事故などが発生するおそれがあると認められる
事態をいいます。
※5 電気事故とは、｢感電死傷事故｣ ｢電気火災事故｣ ｢感電外死傷事故」｢供給支
障事故｣をいいます。

　2008年度は、鉄道運転事故等が48件発生しました。内

訳は、鉄道運転事故※2が15件で、そのほとんどが飲酒され

たお客様のホーム上での列車との接触によるものなどであ

り、有責事故は発生していません。輸送障害※3は33件、輸

送障害と併発のインシデント※4は1件でした。電気事故※5

及び災害の発生はありませんでした。

　なお、これらの事故については、原因とともにその要因

を分析し、再発防止対策を講じて、事故の再発防止に努め

ています。

行動ができるよう、異常時を想定したさまざまな訓練を実施

しています。

避難誘導訓練自衛消防活動訓練審査会

「事故に学ぶ展示室」について

　2007年3月、研修センター内に

「事故に学ぶ展示室」を開設し、過去

の重大事故発生時において、安全

の確保に努めてきた歴史及び教訓

を風化させないようにしています。

　また、本施設を活用し各種研修や

職場内教育における事故防止教育

を行い、安全確保の意識高揚に役立てています。

事故に学ぶ展示室

●車両部
●工務部
●改良建設部
●電気部

●請負者等

●安全懇親会（安全協議会）
●改良建設部ISO品質・環境フォーラム
●電気部請負工事安全衛生協議会
●危険予知トレーニング（KYT）活動
●作業チーム危険予知（STK）活動

警察署とのNBCテロ対処訓練
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環境基本方針・環境マネジメント体制

地球環境問題を一つの経営課題として捉え、「地球環境の保全」を経営方針に明示しています。

また、環境マネジメント推進体制を構築することにより、積極的な環境保全に取り組んでいます。

環境基本方針・推進体制

環境基本方針・環境マネジメント体制を整備し、
グループ全体で取り組んでいます。

▶環境マネジメント推進体制

地球環境と
東京メトロ

鉄道は環境にやさしい交通手段ですが、
電力を多量に使用するなど環境へのイ
ンパクトが大きいことも事実です。環境
保全に取り組み、企業市民として信頼さ
れるよう、その責務を果たしています。

❶ 私たちは、エネルギー効率の高い交通手段である地下鉄
の利便性の向上と利用促進を通じて、東京の環境改善に
貢献します。

❷ 私たちは、エネルギーの効率的利用を心がけ、地球温暖
化防止に努めます。

❸ 私たちは、環境に優しい物品を積極的に使用し、資源消費
や廃棄物の削減に努めます。

❹ 私たちは、騒音や振動などの環境負荷の低減を図り、地域
社会との調和を目指します。

❺ 私たちは、環境に関連する法規制を遵守し、環境汚染の予
防に努めます。

東京メトログループ環境基本方針

経営
ビジョン

グループ理念
経営方針　社員行動指針

社長

経営会議

環境管理
総括責任者

部門環境管理
責任者

（総務部担当取締役）

環境マネジメントに関する重要案件を審議・決定

環境委員会 委員長　総務部担当取締役
委　員　各部等の長

ワーキンググループ リーダー　環境課長
メンバー　各部等の管理担当課長など

環境管理者（エコリーダー）

事務局：総務部環境課

各部等の管理担当課長補佐など
環境推進者（エコスタッフ）
各部等の管理担当者など

（各部等の長）

経営会議

環境マネジメントの運用に必要となる
各種事項についての調査・検討・実施

ワーキンググループ

環境マネジメントに関する案件を協議・決定
●環境目標の設定に関する協議
●環境目標の進捗状況等に関する情報共有と水平展開
●その他環境マネジメントに関する軽易な案件の協議・決定

環境委員会
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　これまで部門ごとに実施してきた環境保全活動を全社的

に推進するため、2005年度に環境マネジメントシステムを

構築しました。このシステムは、「環境マネジメント推進体

制」のもと、PDCA※1サイクルの流れに沿って運用されてい

ます。環境基本方針に基づいて環境目標を設定し（Plan）、

目標の達成に向けて全社員で活動し（Do）、活動の進捗状

況を定期的に検証・評価し（Check）、必要により見直しなど

を行い（Action）、環境保全活動を継続的に改善しています。

建設工事における環境マネジメント
　東京メトロでは、地下

鉄の建設工事などを担当

する改良建設部におい

てISO14001※2の認証

を取得しています。1999 

年に認証取得して以来、

毎年「環境報告会」を開

催し活動事例などの報告を行い、社内での情報共有を進めて

きました。また、2004年のISO9001※3認証取得後は、「ISO

報告会」として環境・品質に関する活動の情報共有化を図っ

ています。

　環境マネジメントシステムと品質マネジメントシステムを車

の両輪として効果的に運用することにより、人と地球にやさ

しい地下鉄を目指しています。

グループ各社へのマネジメント拡大
　東京メトログループ各社では、これまで事業活動に沿って

さまざまな環境保全活動を実施してきましたが、グループ全

体としての環境負荷の把握や活動実績の取りまとめなど、グ

ループ全体での環境マネジメントシステムの構築が課題と

なっていました。

　そこで2007年12月から、東京メトロではグループ各社

の活動状況などを調査し、グループ各社と協力して、環境マ

ネジメントシステムのグループ全体への拡大展開に向けた取

り組みを開始しました。

　2008年4月からは、グループ共通の環境目標を設定し、

グループ各社でも環境マネジメントシステムの運用を開始し

ています。

環境教育による啓発
　より良い環境保全活動に取り組むためには、その活動主体

である社員一人ひとりの意識向上が欠かせません。2008年

度は、新たに新入社員やグループ社員向けの環境教育を実

施するなど教育対象を拡大し、より多くの社員へ環境保全に

関する意識の浸透を図りました。

環境関連法規制の遵守状況
　2008年度も、法規制の遵守状況の一斉点検を行い、環境

関連法規制についての違反、訴訟などが発生していないこと

を確認しました。

外部表彰の受賞
　環境省の主催する「第

12回環境コミュニケー

ション大賞」において、

東京メトロの環境活動実

績等をまとめた冊子「社

会環境報告書2008」が

「環境報告優秀賞」を受

賞しました。本表彰は、環境報告書や環境CMなど、事業者

の環境に関するコミュニケーション活動について、優秀な事

例を表彰するものです。

※1 PDCA：Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）

※2 ISO14001：国際標準化機構（International Organization for Standardization） 
による環境マネジメントシステムの国際規格

※3 ISO9001：国際標準化機構による品質マネジメントシステムの国際規格

ISO報告会

2009年3月に行われた表彰式

環境マネジメントシステムの運用

▶環境教育の実施状況（2008年度）

開催月 講座名 受講者数  対象者

4月 新入社員研修
「企業活動における環境保全」 30 2008年度

新入社員

5月 新任指定職研修基本セミナー
「企業活動における環境保全」 31 新任指定職

など

5月 新任管理者研修基本セミナー
「企業活動における環境保全」 68 新任課長補佐・

現業長など

6月 鉄道総合技術アカデミー
「鉄道を取り巻く環境」 23

営業部・運転部・
車両部・工務部・
改良建設部・電
気部の社員

6月～
7月

エコリーダー・エコスタッフ
研修 146

各部等の環境管
理者（エコリー
ダー）、環境推進者
（エコスタッフ）

7月 東京メトログループ
環境担当者研修 15

東京メトログルー
プ各社の環境担
当者など

12月 東京メトロ社会環境報告書
2008報告会（グループ） 113

東京メトロ
グループ各社の 
環境担当者
など

12月 新任研修基本セミナー
「企業活動における環境保全」 66 各部等の主任・

副主任など

2008年度 受講者合計 492
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東京メトロでは、「地球温暖化防止」や「廃棄物の削減」など、環境問題に対応した「取り組みテーマ」ごとに詳細な環境目

標を設定し、計画的に活動を進めています。2008年度の取り組み実績は下表のとおりとなり、概ね目標を達成するこ

とができました。2008年度からは、環境マネジメントシステムのグループ拡大展開を踏まえ、グループ全体での目標

を設定し、その達成に向けた活動に取り組んでいます。

取り組みテーマごとに具体的な目標を設定し、
計画的に活動を進めています。

環境目標と取り組み実績

取り組みテーマ 環境目標
2008年度

目標 実績

地球温暖化防止

省エネ活動の推進 省エネ活動の推進 空調温度の適正管理、電気使用の管理徹底等省エネルギー活動を実施

環境配慮型車両の導入

新造車両の導入／76両 新造車両を導入／副都心線10000系70両、南北線9000系6両

制御装置更新／42両 有楽町線7000系、半蔵門線8000系の制御装置更新（VVVF化）工事を実施／42両

̶ ̶

環境に配慮した列車運行の実施
経済運転の実施 動力車操縦者養成時等に経済運転（惰行運転の活用等）に関する教育を実施

回送運行距離の縮減 ダイヤ改正時に回送運行距離の縮減を考慮

低公害車の導入 低公害車の導入／14台 自動車導入・更新時におけるハイブリッド車等低公害車を導入／計画変更により13台導入

環境に関するイベントの実施 沿線ウォーキング・スタンプラリーの実施 東京メトロ沿線ウォーキング・スタンプラリー（東京メトロ線内・他社共同企画）を実施

環境配慮型駅設備等の導入

自動運転装置付エスカレーターの導入／
6駅

利用のない時には微速運転となる微速待機型のエスカレーターを導入／6駅

氷蓄熱システム設備の導入／7駅
駅の空調システムに、夜間電力を用いて製氷し、昼間の冷房に使用する氷蓄熱システムを導入
／7駅

インバーター式照明機器の導入／9駅※1 駅の照明機器に高効率インバーター式機器を導入／工事工程の見直しにより8駅に導入

ＬＥＤ案内看板の導入／10駅 副都心線各駅等へのLED式案内看板等を導入／工事工程の見直しにより9駅に導入

地域冷暖房システムの導入／ 1駅 地域熱供給会社から冷水を購入し、空調に使用する地域冷暖房システムを導入／ 1駅

̶ ̶

環境配慮型工場設備などの導入
̶ ̶

̶ ̶

受変電・送電効率の向上 高効率変圧器の導入／21電気室 電力ロスを低減する高効率変圧器を導入／工事工程の見直しにより10電気室に導入

自然エネルギーの活用 太陽光発電システムの導入／1式 地上駅屋根改修時に、太陽光発電システムを導入／1式

廃棄物の削減

廃棄物管理の推進 廃棄物管理の推進 分別収集の徹底、リサイクルの促進

使用済み乗車券のリサイクル 乗車券のリサイクル／リサイクル率100％ お客様の使用済み乗車券・カード類等をリサイクル／リサイクル率100％

建設副産物のリサイクル
建設副産物のリサイクル／
建設発生土・アスファルト塊・コンクリー
ト塊：100％／建設汚泥：70％

工事において、建設副産物をリサイクル／
建設発生土・アスファルト塊・コンクリート塊：100％／建設汚泥：100％

車両のリサイクル

車両用蛍光管のリサイクル／
リサイクル率100％

使用済みの車両用蛍光管をリサイクル／リサイクル率100％

̶ ̶

電気設備・機器のリサイクル ̶ ̶

環境にやさしい
物品の使用・
資源消費の削減

グリーン購入の推進 グリーン購入の推進／実施率97.5％ 事務用品等購入時にグリーン購入を実施（紙類は集計対象外）／実施率99.9％

紙使用量の削減 紙使用量の削減／2006年度比1％削減 両面印刷・集約印刷等、紙資源の効率的な使用方の徹底に努めたが、2006年度比6％増加

水資源の効率的な使用

車両自動洗浄機再利用水の活用／
再利用水使用率85％以上

車両自動洗浄機における再利用水の活用／再利用水使用率91.5%

トンネル内湧水の活用 トンネル内湧水の河川放流を実施

駅トイレへの節水栓の設置／19駅23箇所 駅トイレへ節水栓を設置／コスト削減活動の推進により、88駅111箇所に設置

̶ ̶

騒音・振動の
低減

車両における騒音・振動の低減

車両走行状態監視装置の運用 車輪のフラットによる振動発生状況を監視し、随時車輪転削を実施

摩擦調整材噴射装置の導入 車両側から摩擦調整材を噴射させ、騒音を低減させる装置の導入試験・研究を実施

車両用低騒音型コンプレッサーの導入／
23台

新造車両に低騒音型スクロール式コンプレッサーを導入／23台

̶ ̶

軌道における騒音・振動の低減
防振まくらぎの敷設促進／22km 防振まくらぎ敷設工事を実施／22km

弾性締結装置の導入 荒川・中川橋りょうへ騒音・振動対策型のレール締結装置を導入

工事における騒音・振動の低減 騒音・振動対策型建設機械の活用 工事において低騒音・振動型建設機械（バックホー・クレーン等）を活用

環境汚染の予防
有害物質の厳正管理・適正処理

ＰＣＢ廃棄物の早期・適正処理 PCB処理工場の受入停止により処理実績なし

アスベストの厳正管理・適正処理 廃棄処分車両におけるアスベスト撤去工事を実施

ＶＯＣの削減／削減量2t 橋りょう及び駅構内塗装工事において低VOC塗料を使用／削減量2.1t

新冷媒化の推進
空調機などにおける新冷媒化の推進／
新冷媒化台数280台

駅冷房装置、車両冷房装置等の冷媒更新工事を実施／新冷媒化台数311台

環境意識の啓発 環境教育の実施 環境教育の実施／延べ280名 各種研修時に社員への環境教育を実施／延べ492名

※1 社会環境報告書2008では10駅となっていますが、そのうち１駅については導入済みであることが判明したため、目標を９駅に変更しました。  
※2 各活動の計画削減量の合計  

環境目標と実績
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2009年度 掲載内容
掲載ページ目標達成度 目標

活動の実施による
CO2削減量※2

5,880t
（参考：2007年度6,700t）

省エネ活動の推進* 28

新造車両の導入／116両 08・27

制御装置更新／36両 27

̶ 主電動機更新／6両 ̶

経済運転の実施 27

回送運行距離の縮減 27

低公害車の導入／10台 28

沿線ウォーキング・スタンプラリーの実施 27

̶ 07・28

̶ 07・28

インバーター式照明機器の導入／5駅 08・28

̶ 07･28

地域冷暖房システムの導入／2駅 28

̶ 高効率冷凍機の導入／6駅 ̶

̶ 省エネルギー診断の利用 ̶

̶ 工場設備等の省エネ化 ̶

高効率変圧器の導入／7電気室 08･28

太陽光発電システムの導入 07･28

廃棄物総排出量
126千t

（2007年度比+26千t）

リサイクル量
120千t

（2007年度比+31千t）

廃棄物管理の推進* 29

乗車券のリサイクル／リサイクル率100% 29

建設副産物のリサイクル／建設発生土・アスファルト塊・コンクリート塊：100％
建設汚泥：90％

30

車両用蛍光管のリサイクル／リサイクル率100% 30

̶ 車体のリサイクル／リサイクル率100% 29

̶ 駅・トンネル用蛍光管のリサイクル／リサイクル率100% ̶

紙使用量
12.3t増

（2006年度比+6％）

グリーン購入の推進／実施率97.5% 31

紙使用量の削減*／ 2008年度比 1％削減 31

再利用・節水等量計
16千m3

（2007年度比+2千m3）

車両自動洗浄機再利用水の活用／再利用水利用率 85％以上 31

トンネル内湧水の活用 31

駅トイレへの節水装置の設置／11駅14箇所 31

̶ 車両手洗い洗浄設備への節水装置の設置／7箇所 －

̶

車両走行状態監視装置の運用 32

摩擦調整材噴射装置の導入 32

車両用低騒音型コンプレッサーの導入／35台 32

̶ 電動発電機更新／6台 －

防振まくらぎの敷設促進／2ｋｍ 32

̶ 32

低騒音・低振動型建設機械の活用 28

ＰＣＢ廃棄物の早期・適正処理 33

アスベストの厳正管理・適正処理 33

ＶＯＣの削減／ VOC削減量 3t 33

空調機における新冷媒化等の推進／新冷媒化台数 200台 33

環境教育の実施*／ 580人 22

＊マークの目標については、東京メトログループ各社においても共通目標を設定しています。

目標達成度：達成   未達成   未着手  
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事業活動に伴い消費するエネルギーや水などの資源をインプット、事業活動に伴って排出されるCO2、

排水などをアウトプットとして定量的に把握し、改善のための指標としています。

事業活動に伴う環境への負荷を定量的に
把握し、環境への取り組みの基礎としています。

事業と環境の関わり

東京メトロのインプット・アウトプット
●対象範囲：東京メトロ単体の鉄道・駅及びその他関連施設、事務所　●対象期間：2008年4月1日～2009年3月31日

東京メトログループ会社※1のインプット・アウトプット
●対象範囲：東京メトログループ会社の施設及び事務所　●対象期間：2008年4月1日～2009年3月31日

＊CO2排出量については、地球温暖化対策推進法で定めるCO2排出係数を用いました。
※1 東京メトログループ会社：メトロセルビス、メトロコマース、メトロ車両、メトロレールファシリティーズ、メト
ロ開発、地下鉄メインテナンス、地下鉄ビルデイング、メトロフードサービス、メトロスポーツ、メトロプロパティー
ズ、メトロアドエージェンシー、メトロフルール　計12社

CO2排出量＊

28,689t-CO2
電力 27,488t-CO2

都市ガス 841t-CO2

LPG 198t-CO2

その他燃料 162t-CO2

排水量

排水 192千m3

廃棄物排出量

一般廃棄物 1,405t

産業廃棄物 325t

エネルギー使用量

505,739GJ
電力 49,528千kWh

都市ガス 404千m3

LPG 66t

その他燃料 63kl

資源使用量

水 229千m3

紙 23t

OUTPUT事業活動INPUT

CO2排出量＊

562,893t-CO2
電力 547,358t-CO2

都市ガス 3,306t-CO2

LPG 177t-CO2

熱 11,394t-CO2

その他燃料 658t-CO2

排水量

排水 1,258千m3

トンネル排水 2,263千m3

（うち河川への放流量 96千m3）

廃棄物排出量

一般廃棄物 7,100t

産業廃棄物 119,486t

エネルギー使用量

9,903,592GJ
電力 986,235千kWh

都市ガス 1,589千m3

LPG 59t

熱 199,911GJ

その他燃料 264kl

資源使用量

水 1,451千m3

（うちリサイクル水使用量 5千m3）

紙 213t

OUTPUT事業活動INPUT
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鉄道電力（電車用）※2

57.3％
鉄道電力（付帯用）※3

41.8％

その他電力※4

0.9％

地球温暖化の防止に向け、エネルギーの効率的利用を実現する施策を通じて

CO2排出量を削減する取り組みを進めています。

環境に配慮した車両や駅設備の導入などにより、
CO2排出量の削減を図っています。

地球温暖化を防止するために

　エネルギーの使用に伴うCO2排出量は、下図のとおり電

力の使用によるものが東京メトロ全体の97％を占めており、

そのうち99％が鉄道事業によるものです。

　2008年度も、環境配慮型車両の積極的な導入などの省エ

ネルギー施策を推進しましたが、6月の副都心線開業などに

伴う鉄道電力の増加の影響で、CO2排出量は2007年度に比

べ約19千t-CO2（3.5％）増加しており、今後も更なる省エネ

ルギー施策の強化を進めていく必要があると考えています。

▶CO2排出量の推移

※2 鉄道電力（電車用）：列車運行用　
※3 鉄道電力（付帯用）：駅などの照明、信号、通信、バリアフリー施設、空調などの
電気設備用　
※4 その他電力：東京メトロ直営の関連事業施設、本社、研修センター、福利厚生
施設などの建物

CO2排出状況

鉄道運行の環境効率性地球温暖化防止への取り組み

2008年度の主な目標・実績

環境配慮型車両の導入
・新造車両の導入

　 目標  76両 ▶ 実績  76両
・制御装置更新

　 目標  42両 ▶ 実績  42両

環境配慮型駅設備の導入
・自動運転装置付エスカレーターの導入

　 目標  6駅 ▶ 実績  6駅
・氷蓄熱システム設備の導入

　 目標  7駅 ▶ 実績  7駅

列車運行の環境効率性
　東京メトロでは、列車運行に伴うエネルギーの効率的な

使用を図るため、「車両走行キロ当たりの電力使用量」を列

車運行の環境効率性を示す指標として、その低減を目指し

ています。2008年度は、副都心線開業などにより電力使用

量が増加したため、前年度に比べわずかに増加しましたが、

基準年である1990年度に比し10％の低減となりました。

旅客輸送の環境効率性
　東京メトロでは、旅客輸送の環境効率性の更なる向上を目

指しています。2008年度は、副都心線の開業により、「ひと

１人を１km運ぶためのCO2排出量」は17.0ｇ-CO2/kmとな

り、2007年度に比べると増加しましたが、1990年度に比し

1.2％の低減となりました。

▶車両走行キロ当たりの電力使用量

▶ひと１人を１km運ぶための
CO2排出量

▶車両走行キロ

▶延人キロ
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車両走行キロ当たりの電力使用量
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ひと1人を1km運ぶためのCO2排出量
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電力の内訳
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環境配慮型車両の導入
　東京メトロにおける最大の使用エネルギーは電力であり、

中でも列車の運行に使用する電力は、全体の50％以上を占

めています。この電力使用を削減するために、東京メトロでは、

車体にアルミ合金を採用して軽量化を図るとともに、制御方

式を電機子チョッパ方式から高周波分巻チョッパ方式、更に

VVVFインバータ制御方式へと変更するなど、その時代に合

わせたエネルギー効率に優れた環境配慮型車両の導入を進

めています。2008年度は、環境配慮型車両として、新たに

副都心線・有楽町線用の10000系新造車両70両、南北線

用の9000系新造車両6両を導入しました。また、既存の車

両についても、有楽町線及び半蔵門線の車両計42両につい

て、VVVFインバータ制御装置への更新工事を実施しました。

鉄道運行における取り組み

環境に配慮した列車運行の実施
　東京メトロでは、列車運行に係るエネルギー削減を図るた

め、環境に配慮した列車運行に取り組んでいます。具体的に

は、列車を運転する動力車操縦者の養成時に、惰行運転など、

エネルギーの効率的な利用に資する運転方法について教育

を実施しています。2008年度は、約70名に対して教育を

行いました。

　また、ダイヤの改正時には、回送運行の距離が最小限とな

るよう配慮しています。

❶VVVF※インバータ制御装置
　半導体素子を高速に入り切りして回転数に応じた最適な電圧と周波

数を作り出せる「VVVFインバータ制御装置」を導入することで、必要な

電気だけを取り込むことができるようになり、従来の車両に比べ電気

を効率良く利用することができます。

❷電力回生ブレーキ
　ブレーキをかけた際に、車両のモーターが発電機の役割を果たして

発電される電気を架線に戻し、走行中のほかの電車に送る仕組みのこ

とで、東京メトロでは現在ほぼ導入済みとなっています。南北線では、

電力回生ブレーキから送られた電力が、駅の照明やエスカレーターな

どの駅設備でも使用されています。

❸アルミニウム車体
　アルミニウムで造られた車体は、

ステンレスなどで造られた車体

より軽いため、より少ないエネル

ギーで走行することができます。

東京メトロでは、全ての車両がア

ルミニウム車体となっています。

2006

2007

2008

2005

2000

（両）

VVVF 車両
チョッパ車両等

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

896 1,559 2,455

2,515

2,533

2,653

2,665

1,256

1,356

1,514

1,606

1,259

1,177

1,139

1,059

（63.5%）（36.5%）

（49.9%） （50.1%）

（53.5%） （46.5%）

（57.1%） （42.9%）

（39.7%）

（年度）

2008年度

60.3％　

▶保有車両の内訳の推移

▶環境配慮型車両のポイント

環境に関するイベントの実施

　鉄道が環境にやさしい交通手段であるということを知ってい

ただき、より多くのお客様にご利用いただけるよう、各種のイ

ベントを開催しています。

　2008年度は沿線の名所を徒歩で巡る「東京まちさんぽ」や私

鉄6社共催の「花と寺社めぐりスタンプラリー」を開催しました。

　また、2008年10月から月ごとに沿線の散策エリアを紹介す

る、「ぶらり東京新発見！」ポスターを作成し、駅構内に掲出しま

した。ポスターでは、マイカーを利用しなくても鉄道と徒歩で行

くことのできる沿線の自然豊かなスポットや、駅員さんおすす

めの散策コースなどを紹介しています。

「東京まちさんぽ」ポスター「ぶらり東京新発見！」ポスター

＊固定資産登録日を基準とした車両数

他の電車がいない場合（南北線）

他の電車がいる場合

※VVVF：可変電圧可変周波数（Variable Voltage, Variable Frequency）の略

27 東京メトロ　社会環境報告書2009



環境配慮型駅設備の導入
　東京メトロでは、地下鉄という事業特性上、エスカレーター

や冷房用空調機器、照明など多くの電気設備が必要となりま

す。これらの設備で使用する電気エネルギーの削減を図る

ため、各種の環境に配慮した駅設備を導入しています。

自動運転装置付エスカレーターの導入

　お客様が近づくと、センサーが感知し作動する自動運転装

置付エスカレーターを導入しています。一定時間お客様の利

用のない際に、停止状態となる「完全停止型」のものと、微速

運転となる「微速待機型」のものとがあり、新たに開業した副

都心線の各駅にも、これらのエスカレーターを導入しました。

2008年度は副都心線6駅（雑司が谷～明治神宮前）に計91

台導入しました。

氷蓄熱システムの導入など

　氷蓄熱システムは、夜間の電力を利用して氷を製造して蓄

え、これを昼間の駅冷房などに活用するもので、化石燃料の

使用率が大きい昼間の電力量削減、CO2排出量抑制を図るこ

とができます。丸ノ内線新大塚駅や南北線王子神谷駅などに

導入されており、2008年度には、副都心線6駅（雑司が谷～

明治神宮前）、南北線の王子駅にも導入しました。

　また、一部の駅では地域冷暖房システムを導入し、地域

熱供給会社から送られた冷水を活用して冷房を行っています

（2008年度末現在、計36駅に導入）。2008年度は、副都

心線池袋駅に導入しました。

受変電・送電効率の向上
　東京メトロでは、列車の運行から駅の電気設備に至るまで、

多様な用途で電気を使用しています。これらの電気の受変

電・送電にあたり、電力のロスを最少化するなど、効率的な

電力の使用に向けて、さまざまな工夫を凝らしています。

高効率変圧器の導入

　高効率変圧器は、従来の変圧器よりも電力のロスが少ない

ものです。東京メトロでは2006年度から導入を開始してお

り、2008年度は、副都心線雑司が谷駅、西早稲田駅など10

箇所の電気室に導入しました。

自然エネルギーの活用
　環境にやさしいクリーンな自然エネルギーの活用に向け

て、2008年9月に太陽光発電システムを千代田線北綾瀬

駅に導入しました。太陽光発電パネルをホーム屋根上に設置

し、晴天時には最大20kWの電力を供給することができます。

　また、駅ホームには表示装置を設置し、リアルタイムで発

電の状況をご覧いただくことができます。

その他業務などでの取り組み

低公害車の導入
　東京メトロでは、CO2排出量の削減を目指し、業務で使用

する自動車にハイブリッド車などの低公害車を導入していま

す。2008年度はハイブリッド車を5台、低排出ガス車を8台

導入しました。その結果、2008年度末の登録台数102台の

うち、約77％の79台が低公害車（うちハイブリッド車33台）

となっています。

　また、副都心線建設工事においては、天然ガス（CNG）自

動車や電動化建設機械（テレスコなど）の導入などにより、

CO2の排出量削減と騒音や振動の低減を図りました。

省エネ活動の推進
　日本の温室効果ガスを1990年比6％削減しようという「京

都議定書」の目標達成に向けて、政府が「国民運動」として位

置付けている「チーム・マイナス6％」に企業として参加し、冷

暖房の温度調整、アイドリングストップなど日常レベルでの省

エネ活動を社員一人ひとりに徹底しています。

駅設備での取り組み

▶氷蓄熱空調システム図

ポンプ

昼間放熱

蓄熱水
氷蓄熱槽

冷凍機

冷却塔

空調機

冷風

夜間製氷

冷水冷却水
解氷水

氷

昼間

夜間

太陽光発電パネル 表示装置

＊地球温暖化防止のための具体的な取り組みについては、特集1（p5～ 8）も合
わせてご参照ください。

照明設備での対策

　地下という環境のため、駅構内やトンネル内には多くの照

明機器が必要となります。駅構内では、照明機器の更新時に

高効率のインバーター照明機器など、電力効率に優れた照明

機器を導入しています。

　また、駅構内の各種表示機器については、LED方式の表示

機器を導入し、使用電力量の削減を図っています（2008年

度はインバーター照明を8駅、LED案内看板を9駅に導入）。
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循環型社会を目指して、使用済み乗車券や建設副産物、車両などのリサイクルを進めており、

グループ全体に廃棄物の削減・資源の有効利用の取り組みが広がってきています。

廃棄物の削減・資源の有効利用に努め、
循環型社会の実現に貢献しています。

廃棄物を削減するために

廃棄物削減への取り組み
駅ゴミ分別収集の推進

　駅で発生するゴミについて

は、1992年から「紙くずなど」

「新聞・雑誌」「空きカン・空き

ビン」の分別回収ボックスに

よる分別収集を推進してきま

した。

　2005年4月からは、防犯

上の観点から分別回収ボックスの中身が見えるようにし、設

置場所も各駅の改札口付近にしています。

　更に、全ての資源ゴミをリサイクルしていることを示すシー

ルを貼付し、お客様の分別意識の向上を図っています。

乗車券のリサイクル
　お客様にご使用いただく乗

車券は、普通乗車券や回数

券などの紙製のものと、定期

券やカードなどのプラスチッ

ク製のものに分類されます。

　東京メトロでは、これらの

乗車券を100％リサイクルし

ており、紙製のものはトイレッ

トペーパーに、プラスチック製のものは固形燃料としてリサ

イクルしています。

車両のリサイクル性向上
　東京メトロでは、資源の有効利用を図るため、リサイクル

しやすい車両の導入に努めています。2004年からは、車体

に使われるアルミニウム合金の種類を全て統一しています。

それ以前に製造された初期型アルミ車両が廃車される場合

は、そのアルミを自動車部品にリサイクルしています。

　また、座席についても、クッション材をリサイクル可能なポ

透明な分別回収ボックス

乗車券をリサイクルしてできたトイ
レットペーパー

　東京メトロから排出される廃棄物には、主に駅や事務所か

ら排出されるものと、工事で排出されるものとがあります。

そのうち副都心線建設を含めた工事から出る廃棄物が全体

の90％以上と大半を占めています。

　2008年度の排出状況は下図のようになり、バリアフリー

や火災対策、駅の大規模改良などによる工事増加のため、総

排出量は2007年度比で約26％増となりましたが、一方で

最終処分量は約47%減となり、2007年度比で全体のリサイ

クル率は6.7ポイント向上しました。

90.2

88.5

95.2

200820072006 （年度）

廃棄物
排出量
（ t ）

リサイクル率（％）

0
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16,647 11,625

89,143

100,768

126,586

120,485

6,101

全体の
リサイクル率
リサイクル量
最終処分量

170,109
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22.5

工事・
工場等

新線
建設

駅・
事務所等

産業廃棄物
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廃棄物
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産業廃棄物 94.4%（119,486t）

一般廃棄物
5.6%（7,100t）

新線建設
40.0%

（50,627t)

工事・工場等
54.1%

（68,447t)

駅・事務所等
0.3%（411t）

廃棄物排出・リサイクル状況

駅での取り組み

車両での取り組み

▶廃棄物排出量とリサイクル率

▶廃棄物総排出量の内訳 ▶内訳別リサイクル率

2008年度の主な目標・実績

廃棄物管理の推進

使用済み乗車券のリサイクル
目標  100% ▶ 実績 100%

建設副産物のリサイクル

・発生土等　 目標  100% ▶ 実績 100%
・建設汚泥　 目標    70% ▶ 実績 100%
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リエステル繊維製に更新するなど、車両全体のリサイクル性

向上に努めています。

車両の再利用
　各路線で使用した旧型車両

は、長野電鉄やアルゼンチン

のメトロビアスなど、国内や海

外のさまざまな鉄道で再利用

されています。

車両用蛍光管のリサイクル
　車両に使われている蛍光管のリサイクルを進めています。

2008年度は24,500本のリサイクルを実施し、リサイクル

率は100％となりました。

設備での取り組み

自動出改札機器の再資源化
　2005年度から更新が必要となった自動改札機を再資源化

しています。

　また、2008年からは自動出札機（券売機など）についても

リサイクルを行い、自動出改札機器全般に再資源化の取り組

みを拡大しています。

　再資源化を確実に実施するために、解体作業は人の手で

行われ、電線や廃プラスチックなどに分別されます。更に異

物の除去や破砕など、再利用しやすい形にし、銅原料や建材

などにリサイクルされます。

建設副産物のリサイクル
　建設工事で発生した建設副産物については、さまざまな用

途に再利用及び再生利用を図っています。建設発生土は主に

東京都の建設発生土情報システムを活用し、東京港や採石

場跡の埋め立て工事などにおいて再利用を図っています。コ

ンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊などは、再資源化

カード発売機 解体前 カード発売機 解体中

分別種類 リサイクル内容

電線 銅原料、杭、ハンガー等

廃プラスチック プラスチック原材料、高炉還元材等

構造体 鉄筋（建材）、銅原料、アルミ原料等

基板 貴金属、鉛、セメント原材料等

筐体 鉄筋（建材）等

建設工事での取り組み

メトロビアス

▶リサイクル内容

施設に搬入し、道路復旧工事などにおいて再生資材として積

極的に活用しています。また、建設混合廃棄物については、

分別収集を徹底することにより、減量化を図っています。

　建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリートは、

2008年度において100％のリサイクル率を達成しています。

事務所での取り組み

事務所ゴミのリサイクル
　本社・グループ各社の事務所でも、廃棄物の分別・リサイ

クルを推進しています。本社では廃棄物を13種類に分別し、

社員による分別を徹底しています。

　更に、制服など被服類のリサイクルも進めています。

グループ会社の取り組み

建設工事に伴う建設副産物のリサイクル
―メトロ開発（株）

●土木建築工事で発生する建設汚

泥（泥水・泥土）は、流動化処理土

「Ｍソイル」、改質土「Ｍハード」な

どに再生され、埋め戻し材や盛

土材など地球環境にやさしい商

品としてさまざまな用途に活用さ

れています。

食品廃棄物のリサイクル
―（株）メトロフードサービス

●社員食堂など3箇所に生ゴミ処

理機を設置し、排出される食品

廃棄物を堆肥化しています。処

理後は引き取り先の農地にて土

壌改良剤として活用されています。

ゴルフ練習場での活動
―（株）メトロスポーツ

●（株）メトロスポーツが運営するメトログリーン東陽町では、雨

水を天然芝の水撒きや水流を使った集球に活用しており、ま

た、不要となった人工芝は送球設備内のボール落下音低減

用のネットに再利用しています。

リサイクル施設

生ゴミ処理機

発生土の再利用（採石場跡の埋め立て）
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2008年度の主な目標・実績

事業を行うために必要な、紙や水、物品などの資源には限りがあります。

そのため、資源消費を削減し環境配慮を進めるために、目標を立てて取り組んでいます。

限りある資源を有効に活用するため、
全社をあげて工夫を重ねています。

積極的なグリーン購入
　東京メトロでは、環境にやさしい物品を積極的に使用する

ため、事務用品をはじめとする物品の購入時に、以下の7点

に配慮した「グリーン購入」を推進しています。2008年度のグ

リーン購入実施率は99.9％となり、2007年度よりも0.8ポイ

ント向上しました＊。今後もこの水準の維持に努めていきます。

紙使用量の削減
　2008年度の紙の使用量は、213tでした。全社的な両面・

集約印刷の実施など、各所属において効率的な紙使用が徹

底されましたが、副都心線の開業準備や業務方法の変更など

により、紙の使用量は2006年度比で約12.3t（6％）増とな

り、残念ながら目標未達となりました。2009年度は前年度

比1%の削減目標を設定し、社内情報ネットワークの活用や

効率的な紙使用の徹底など、紙使用量削減に向けた取り組み

を推進します。

資源消費削減への取り組み

資源消費を削減するために

車両自動洗浄機での水の再利用
　東京メトロでは、車両自動洗浄機及び台車洗浄装置で再利

用水を使用しています。2008年度は、再利用水の利用率は

91.5％となりました。

トンネル内湧水の活用
　東京メトロでは、地下鉄トンネル内の湧水を活用し、水辺

環境の回復やヒートアイランド現象の緩和のため、東京都か

らの要請を受けて、河川への放流を行っています。

　2008年度は、日比谷線の恵比寿ポンプ室から渋谷川に

約96,000m3を放流しました。

駅トイレへの節水栓の設置
　東京メトロでは、お客様にご利用いただく駅トイレでの節水

に取り組んでいます。トイレの改修工事に合わせて節水栓の 

設置を進めており、2008年度はコスト削減活動の推進に 

より、88駅111箇所のトイレに設置しました。

車両自動洗浄機 台車洗浄装置

▶トンネル内湧水の放流 イメージ図

排水ドレーン

下水・河川・路面

地
上
部
溜
桝
へ
圧
送 排水ドレーン

ポンプ

A線 B線

河川への放流

グリーン購入のための配慮事項

❶ 必要性の検討

❷ 環境情報の入手・活用

❸ 環境汚染物質への配慮

❹省資源・省エネルギーへの配慮

❺ 長期使用性・再利用可能性への配慮

❻ 再生材料等の使用への配慮

❼ 処理・処分の容易性への配慮

＊グリーン購入のうち紙類については、古紙配合率偽装問題の発生により購入
量・金額の正確な把握が困難となったため集計対象外としています。

水資源の効率的な使用

・車両自動洗浄機再利用水の活用　 目標  利用率 85％ ▶ 実績 91.5％
グリーン購入の推進　 目標  実施率 97.5％ ▶ 実績 99.9％
紙使用量の削減　　 目標  2006年度比 1％削減 ▶ 実績 2006年度比 6％増
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車両、軌道、工事での騒音・振動はさまざまな工夫によって低減することができます。

乗車されているお客様の心地良さ向上と、沿線環境の改善に向けた取り組みを行っています。

乗り心地の向上と沿線環境の改善のために、
さまざまな騒音・振動対策を実施しています。

ロングレール化の推進
　列車の走行時に発生する騒音や振動を低減し乗り心地の

向上を図るために、東京メトロでは、レールを長くして継目

を減らす「ロングレール化※」を推進しています。敷設可能な

区間については全てロング

レール化するよう、交換時

期に合わせて敷設を進め

ています。

防振まくらぎの敷設
　まくらぎとコンクリート道床の間にゴム製の弾性材を入れる

ことによって、列車走行時に発生する振動が周囲に伝わるの

を軽減することができます。2008年度は、副都心線をはじめ

として22kmの敷設工事を実施しました。

橋りょう部への弾性締結装置の導入
　ばねやゴムを利用してレールをまくらぎに固定することで、

従来の締結装置よりも振動や騒音を低減することができま

す。2008年度は荒川・中川橋りょう（東西線南砂町～西葛西

駅間）へ導入しました。

車両走行状態監視装置の運用
　列車の車輪にフラットと呼ばれる摩耗が生じると、振動に

より乗り心地の低下、騒音の発生を招きます。東京メトロでは、

各路線の線路脇に振動を測定し記録する装置を設置し、列車

の振動レベルを監視することでフラットを早期に発見し、車

輪の削正など迅速な騒音低減措置を講じています。

摩擦調整材噴射装置の導入
　カーブでのレールと車

輪の接触による騒音や摩

耗の発生などを低減する

ために、東京メトロでは列

車の運行状態に合わせて

「摩擦調整材」をレールに

噴射し、車輪とレールの

摩擦状態をコントロールする車上装置を実用化しています。

車両用低騒音型コンプレッサーの導入
　コンプレッサーは空気を圧縮する機械で、圧縮された空気

は車両の扉の開閉やブレーキ装置の作動などに使用されて

います。コンプレッサーの稼動時に発生する騒音を低減する

ために、東京メトロでは低騒音型のコンプレッサーの導入を

進めており、2008年度は10000系新造車両などに23台を

導入しました。

騒音・振動低減への取り組み

騒音・振動を低減するために

▶防振まくらぎの一般断面図

コンクリート道床

まくらぎ 弾性材
側面弾性材

防振箱

側面弾性材

ロングレール

摩擦調整材の噴射の様子

レール削正車による整形
　列車が急曲線を走行す

ることで発生するレールの

凹凸は振動の原因となるた

め、レール削正車による整

形を随時実施しています。

軌道での取り組み

※ロングレール化：標準25ｍのレー
ルを溶接によって200ｍ以上つな
ぎ合わせることを指します。

車両での取り組み

レール削正車

2008年度の主な目標・実績

車両における騒音・振動の低減
・車両走行状態監視装置の運用
・摩擦調整材噴射装置の導入

軌道における騒音・振動の低減
・防振まくらぎの敷設促進
目標  22km ▶ 実績 22km
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化学物質の使用量をできるだけ削減し、環境への影響が少ないものを使用するよう転換を図っています。

処理する必要のある化学物質については厳正に管理し、適正な処理に努めています。

有害化学物質の
適正な管理と処理に努めています。

環境汚染を予防するために

環境汚染予防への取り組み

新砂町高架橋 蛇崩川橋りょう

　東京メトロでは、コンデンサや安定器などに含まれるPCB※1 

を厳正に保管し、法に基づき必要な毎年度の届出を実施して

います。また、環境リスクの低減を図るため、可能な限り早

期の処理を目指しています。

　2008年度は唯一の受け入れ先である処理工場の受入停

止により、処理実績はありませんでした。

　車両の断熱材に微量に含まれるアスベストについては、飛

散の可能性がないことが確認できましたが、車両の廃棄時に

は飛散防止処置を行い、アスベスト含有品を撤去した上で、

解体処理を行うこととしています。

　2008年度は廃棄処分となる車両38両に対し、アスベス

トの撤去工事を実施しました。今後も、撤去工事にあたって

発生する騒音に留意し、アスベストの厳正な処理を実施して

いきます。

　東京メトロでは、光化学スモッグの発生原因の一つである

VOC※2の排出削減に取り組んでいます。屋外構造物の塗装

などに伴うVOCの削減を図るため、2007年11月に東西線

新砂町高架橋において6種類の低VOC塗料を試験塗装した

結果、VOCを約35～97％削減することができました。

　この結果を踏まえ、2008年1月からは、日比谷線蛇崩川

橋りょうにおいても低VOC塗料での塗装を実施しました。

　駅構内用、車両用冷房装置で使用している冷媒を、指定フ

ロンからオゾン層を破壊しない代替フロンへ更新しています。

2008年度は、311台の冷房装置の冷媒を更新しました。

　保線用大型車の作業時

には、ディーゼルエンジ

ンから大気汚染の原因と

なる粒子状物質が排出さ

れます。東京メトロでは、

これらの排出を低減する

ため、保線大型機械車に

「粒子状物質減少装置」を設置しています。

　電力関連機器用の絶縁油の使用量を削減するため、樹脂

モールド変圧器、あるいは絶縁ガスを使用した製品や、真空

遮断器への代替を進めています。

PCB廃棄物の適正処理

アスベストの厳正管理・適正処理

VOCの削減

新冷媒化の推進

電力機器用絶縁油の削減

保線大型機械車への
粒子状物質減少装置の設置

※1 PCB：ポリ塩化ビフェニル（Polychlorinated Biphenyls）。工業的に合成さ
れた化合物で、絶縁油などに使われてきましたが、人体に悪影響があることがわ
かり、1974年に製造が禁止されています。

※2 VOC：揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds）の略

　これらにより、2008年度は約2.1tのVOCを削減すること

ができました。

保線大型機械車

2008年度の主な目標・実績

有害物質の厳正管理・適正処理
・PCB廃棄物の適正処理
・アスベストの厳正管理・適正処理
・VOCの削減
目標  削減量 2t ▶ 実績 2.1t

新冷媒化の推進
・空調機などにおける新冷媒化の推進
目標  更新 280台 ▶ 実績 311台
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2007年度に引き続き、環境配慮型車両の導入など、鉄道事業における省エネルギー対策に前年度を上回る環境保全

コストを投じました。しかしながら、副都心線開業準備などの影響もあり、車両運行に関する環境保全効果はマイナス

となりました。また、防振まくらぎの敷設に注力したため、公害防止コストが増加しました。更に、建設副産物の排出

量増加及びリサイクル化の進展により、資源循環コストが前年度に比べ増加しました。環境保全対策に伴う経済効果は、

金属くずのリサイクルによる売却額の減少などにより、前年度を下回りました。

環境保全活動のコストと効果を測定、
しっかり把握して経営に反映します。

環境会計

▶環境保全コスト (単位：千円）

分類 主な取り組み内容
2007年度 2008年度

投資額 費用額 投資額 費用額

事業
エリア内
コスト

公害防止
コスト

騒音・振動の低減、環境汚染の予防（VOCの削減）
など 960,857 171,985 4,360,094 229,896

地球環境保全
コスト

環境配慮型車両の導入、氷蓄熱システム設備の導入、
自動運転装置付エスカレーターの導入、空調機等にお
ける新冷媒化の推進、太陽光発電システムの導入など

4,320,921 39,779 5,131,201 80,056

資源循環
コスト

建設副産物のリサイクル、駅ゴミ・乗車券などの
リサイクル 312,726 1,033,449 2,700 1,607,447

小計 5,594,505 1,245,214 9,493,996 1,917,399

上・下流コスト グリーン購入の推進 0 331,870 0 767,860

管理活動コスト 環境マネジメントシステムの運用、社会環境報告書
の作成・発行 0 37,418 0 44,174

研究開発コスト 摩擦調整材噴射装置の導入 0 8,238 0 9,393

社会活動コスト 環境に関するイベントの実施 0 15,755 0 19,810

環境損傷対応コスト ー 0 0 0 0

合計 5,594,505 1,638,496 9,493,996 2,758,638

▶環境保全対策に伴う経済効果 (単位：千円）

区分 内容
経済効果

2007年度 2008年度

収益 鉄くず、古レール、古車輪、トロリー線、被覆電線などの金属くずリサイクルによる売却額 365,994 260,521

費用節減

低公害車の導入による燃料（ガソリン及び軽油）の購入料の節減 53 704

車両自動車洗浄機における再利用水の活用による上下水道料の節減 2,269 2,795

トンネル内湧水の活用（渋谷川への放流）による下水道料の節減額 31,620 31,416

合計 399,938 295,438

▶環境保全効果

区分 内容 単位
環境負荷総量・対策実施量

環境保全効果 
2007年度 2008年度

騒音・振動の低減 防振まくらぎの敷設  km 1.8 22.0 ̶

地球温暖化防止 車両運行における
電力消費量の削減 

電車用電力使用に伴うCO2排出量 千t-CO2 297 313 －16

ひと1人を1km運ぶための
CO2排出量

g-CO2/
人・km

16.5 17.0 －0.5

廃棄物の削減

工事・工場等における産業廃棄物の最終処分量
（リサイクル率）  

t（%）
7,030

（84.8%）
589

（99.1%）
＋6,441

（＋14.3%）

新線建設における産業廃棄物の最終処分量
（リサイクル率）  

t（%）
96

（99.8%）
0

（100.0%）
＋96

（＋0.2%）

駅・事務所等における産業廃棄物の最終処分量
（リサイクル率）  

t（%）
10

（97.7%）
9

（97.7%）
＋1

（＋0.0%）

一般廃棄物の最終処分量
（リサイクル率） 

t（%）
4,488

（31.1%）
5,502

（22.5%）
－1,014

（－8.6%）

環境にやさしい物品の
使用、資源消費の削減 

紙の使用量  t 198 213 －15

車両自動洗浄機の再利用水利用率
（再利用水使用量）

%（m3）
83.2%

（4,680）
91.5%

（5,763）
＋8.3%

（－1,083）

＊集計範囲は、東京メトロ単体です。
＊対象期間は、2008年4月～2009年3月です。
＊開示データについては、算出方法の見直しにより過年度にさかのぼって修正しました。

＊環境保全コストの費用額には減価償却費は含んでいません。
＊環境保全対策に伴う経済効果は実質的効果のみを計上し推定的効果は算定
していません。
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便利な地下鉄を目指して
　お客様センターに寄せられたお客様の声は、「お客様サー

ビス課」によって社内にフィードバックされます。そして「CS 

推進会議」で各部を横断した対策の検証・実施を行います。

　また、お客様との面会や現業社員との話し合い、お客様の

声に応じた現地調査を行うことなども「お客様サービス課」の

役割です。

お客様の声に耳を傾け、それをサービスに反映していくことは企業として重視すべき大きな課題です。

東京メトロではさまざまな仕組みを整備し、お客様満足度向上に努めています。

お客様のために

安心で快適な地下鉄になるよう、
さまざまな取り組みを行っています。

　東京メトロでは、CS（Customer Satisfaction ＝お客様満足

度）向上を実現するための体制を構築しています。

　東京メトロでは、「お客様の声」

を貴重な経営資源・財産ととら

え、集中的にお客様の声を集め

るために「お客様センター」を設

置しています。お客様からのお

問い合わせにお応えするだけで

なく、お客様のご意見やご要望にもでき

る限り多くそして迅速にお応えできるよ

う、「週報」やCS推進会議を通じて社内に

フィードバックしております。年々増加傾

向にあるお問い合わせに対応するため電

話回線数を増やし、お客様をお待たせし

ない体制を目指しています。また、お客

様センターの存在をより多くの方に知っ

ていただくため、PRに努めています。

▶CS推進体制

社
員

発
信

  

・提案
実
現

ご
要
望

ご
要
望

C
S
提
案

C
S
提
案

お

客

様

各
職
場

提
案
制
度
事
務
局

お
客
様
セ
ン
タ
ー
・
お
客
様
サ
ー
ビ
ス
課

鉄道本部会議

経営会議

CS推進チーム

重要案件の判断

CS推進会議
（関係部長級会議）

CS推進リーダー会議
（関係課長級会議）

ご要望・CS提案実現のための検討

お
客
様

社会と
東京メトロ

地下鉄をより安心で快適にすることが 
東京メトロの大切な責務です。常にお
客様の声に耳を傾け、存在価値のあ
る企業となることが東京メトロの願い 
です。

お客様満足度向上の推進体制

「東京メトロお客様センター」の取り組み

お客様センター

お客様センター
PRポスター
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＊「あなたがよく利用する鉄道会社の鉄道サービスに関して、総合的に見てどの
程度満足しているか」という質問から、東京メトロへの回答分を集計した結果。

▶お客様の声を聞く仕組み ▶対面調査による総合満足度経年比較

各
部
・
所
・
区

専門的な事項は直接回答

お問い合わせ・ご意見

ご意見

回答

回答
お
客
様
セ
ン
タ
ー

対応結果報告対応結果報告 照会・回答照会・回答

関
係
各
部
・
所

お

客

様 照会・回答照会・回答

非常に満足　　やや満足　　どちらとも言えない　　やや不満　　非常に不満　

2006年度

2007年度

2008年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7.4

10.9 65.1 16.0 7.2 0.8

63.7 18.9 9.2 0.8

6.8 62.7 21.5 8.3 0.7

非常に満足・やや満足
69.5％

（対面調査結果）（対面調査結果）

非常に満足・やや満足
 71.1％　

非常に満足・やや満足
 76.0％　

お客様からの通信簿

　東京メトロでは、1年間に寄せられたお客様からの声を「お客

様からの通信簿」としてまとめ、効率的なサービスの向上に反

映させています。

　2008年度に寄せられたお客様の声は111,390件（前年度

比0.03％増）、そのうちご意見・ご要望は11,271件（前年度比

42.8％増）でした。ご意見・ご要望についての内訳は下記のよ

うになっています。

［東京メトロお客様センター］
Tel：03-3941-2004　Fax：03-3941-2030
お手紙：〒110-8614　東京メトロお客様センター係

　　http：//www.tokyometro.jp/contact/goiken/index.html

●年中無休 　●営業時間 9：00～20：00

　東京メトロでは、より良いサービスを提供するため、2005 

年度から毎年「お客様満足度調査」を実施し、お客様センター

には直接寄せられないお客様の声の把握に努めています。

　2008年度は、対面調査、インターネット調査、グループ

インタビューを行い、合計10,000人以上ものお客様にご協

力いただきました。

　これらの結果を踏まえ、より一層サービスを向上させてい

きます。

お客様の声を受けての取り組み
　通りから奥まったところに設

置してある駅出入口の看板に対

して「道路から見えないので不

便です」というお客様からの声

がありました。その声にお応え

するため、CS推進チームで検討

を行い、新たに見えやすい位置

にポールを立て、看板を設置し

ました（南北線志茂駅）。

社員提案を受けての取り組み
　「ホームにお客様の転落の危

険性のある箇所があるので、柵

を設置したらどうか」という社員

の提案を受けて、転落防止の固

定柵を設置しました（東西線早稲

田駅）。

お客様満足度調査

CS推進活動の実現項目

新たに設置した看板

施策が評価として表れている項目
●駅構内設備

●マナー向上の取り組み

より一層の取り組みが必要な項目
●案内表示のわかりやすさ

●遅延・混雑緩和

●適度な車内温度

●  運転見合せ時などにおける対応

●バリアフリー設備

運転・ダイヤ

33.5％
運転・ダイヤ

33.5％

駅

15.3%
駅

15.3%接客

12.9%
接客

12.9%

車両

9.0%
車両

9.0%

車内冷暖房

7.5%
車内冷暖房

7.5%

マナー 5.2%マナー 5.2%

ご案内 5.2%ご案内 5.2%

営業制度 4.6%営業制度 4.6%

バリアフリー 2.7%バリアフリー 2.7%

関連事業 1.6%関連事業 1.6%
環境 1.9%環境 1.9%

新線 0.4%新線 0.4%

既設線 0.2%既設線 0.2%

転落防止の固定柵
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サービスマネージャーの配置
　東京メトロでは、高齢の

お客様や地下鉄に不慣れ

なお客様などに安心して

ご利用いただけるよう、駅

の案内係「サービスマネー

ジャー」を主要駅に配置し

ています。日中に各駅で最

も混雑する改札口、きっぷうりばの近辺を中心に、駅構内を

移動しながらお客様のご案内を行っています。

迅速なお忘れ物検索
　東京メトロの各駅をはじめ、お忘れ物総合取扱所やお客様

センターからのお忘れ物の検索を可能とし、お忘れ物の問い

合わせに速やかに回答できるよう、「お忘れ物検索システム」

を導入しています。

　本システムは、駅の社員がお忘れ物をお預かりした際に、

お忘れ物の特徴などをデータベースに登録することで、各駅

やお客様センターなどにおいても、リアルタイムでお忘れ物

を探すことができるものです。

　システム導入前までは、駅にお忘れ物の問い合わせがあっ

た場合、問い合わせのあった駅の社員が電話で関係駅など

へ照会した後、照会結果をお客様に回答する、というプロセ

スを経ていました。システム導入後は、問い合わせのあった

駅にてデータベースの検索が可能となったため、検索時間が

大幅に短縮されました。

海外からのお客様への対応
　海外からのお客様に

向けて、東京メトロの

ホームページでは地下

鉄の乗り方や乗車券の

種類などを英語・中国語

（繁体字）・中国語（簡体

字）・韓国語でもご覧い

ただけるようにしています。更に路線図については、上記の

4言語に加え、スペイン語・ドイツ語・フランス語・ロシア

語でも掲載しています。

ステップアップステーションセンターでの研修
　「ステップアップステー

ションセンター」は、駅に

勤務する社員が現実に近

い形での研修を実施できる

ように、東京メトロの駅を

再現した研修施設です。

　自動券売機や自動改札

機などの駅務機器の取り扱

い方に関する研修はもちろん、実際の場面を想定したロー

ルプレイングを交えた接客に関する研修も実施し、新入社

員をはじめとしてベテランの社員に至るまで、駅に勤務する

社員の総合的なスキルアップを図り、お客様満足度の向上

に努めています。

バリアフリー研修
　「すべてのお客様が使いやす

い駅を目指します」という中期

経営計画の方針に沿い、「ハード

面」でのバリアフリー施設の充

実を図るとともに、「ソフト面」で

の対応者である社員の意識改

革やお客様意識徹底のために、

バリアフリーに関する基礎知識

の習得を目的とした「バリアフ

リー研修」を行いました。

CS推進発表会の開催
　東京メトロCS推進

発表会は、駅務管区及

び乗務管区ごとにお客

様満足度向上に向けて

取り組んだ活動内容を

発表するもので、各職

場の活動事例の共有に

も役立てています。2008年度は、「社内空調～ご意見・ご要

望ゼロへさらなる挑戦～」というテーマで発表を行った南北

線乗務管区が最優秀賞を受賞しました。

お客様視点を踏まえたサービス お客様満足度向上への取り組み

研修の様子

研修の様子

サービスマネージャーによるご案内

外国語サイト「Welcome to Tokyo Metro」

配置開始日 配置駅 駅数 累計

2004年4月1日 銀座、上野、日本橋 3駅 3駅

2004年9月1日 大手町、新宿、飯田橋 3駅 6駅

2005年4月1日 池袋、表参道、九段下、 
日比谷（有楽町） 5駅 11駅

2007年7月1日 六本木、東京、新橋 3駅 14駅

発表内容
●時間帯による空調モードの使い分けについて

●昨年度活動からの改善点について

●車種別の空調特性に関するアンケート実施について

南北線乗務管区のみなさん

　　http：//www.tokyometro.jp/global/
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主なバリアフリー設備

マタニティマークの配付
　東京メトロでは、「妊娠初期は周囲の

方に妊婦と気付いてもらえない」といっ

たお客様の声に対応するため、首都圏

の鉄道事業者20社とともに、「マタニ

ティマーク」（ボールチェーンタイプ）を

無償配付しています。

トイレ・待合室の整備
　東京メトロでは、お客様のニーズを常に意識し、より快適

で使いやすいトイレを目指し、多機能トイレやパウダーコー

ナーの設置などを進めています。

　また、待合室についても冷暖房設備の設置を行っており、

多くのお客様に快適に過ごしていただけるよう、整備を進め

ています。

多機能トイレ 待合室

エレベーター

スロープ

点状・線状ブロック

エスカレーター

階段昇降機

傾斜型自動券売機

マタニティマーク

安心な地下鉄を目指して

　鉄道の運行状況につい

ては、適時・適切な情報提

供が求められます。事故に

よる運行の遅れなどについ

て、以前は主に放送などで

お客様にご案内していたた

め、きっぷうりばや改札口

周辺のお客様までご案内が行き届かず、運転見合せを知らず

にきっぷを購入されるなどの問題がありました。

　これを改善するため、きっぷうりばや改札口付近に運行情

報表示器を設置しています。また、副都心線では、小竹向原

～明治神宮前の各駅にて改札口にデジタルディスプレイを設

置し、より見やすくわかりやすい運行情報の提供に努めてい

ます。

「Tokyo のりかえ案内」端末
　日ごろ地下鉄に慣れていな

いお客様にも、より便利に東京

の地下鉄を利用していただくた

め、ルート検索システム「Tokyo 

のりかえ案内」端末を駅構内

（表参道、上野、後楽園、秋葉原、

豊洲の5駅）に設置しています。

　これは駅のナンバリングを利用して、首都圏の地下鉄や鉄

道の乗り換えルートを検索できるもので、乗り換え結果をプ

リントアウトしてお持ちいただくことができます。

　日本語だけでなく英語でのご案内もできるため、海外から

のお客様にも安心してご利用いただけます。

　東京メトロでは、「交通バリアフリー新法」に

基づき、全てのお客様が安心して気軽に地下

鉄をご利用いただけるよう、ハード、ソフト両

面でのバリアフリー化に取り組んでいます。

　主なバリアフリー設備としては、エレベー

ター、エスカレーター、段差を解消するため

のスロープや階段昇降機などがあります。ま

た、傾斜型の自動券売機を設置したり、音声案内、点字表示

など、きっぷうりばのバリアフリー化にも努めています。

　また、駅構内でのバリアフリー設備の設置箇所などを紹介

した冊子「バリアフリー便利帳」を作成し全駅で配布するなど、

バリアフリーに関する情報提供に努めています。

運行情報の提供

バリアフリー化の推進

デジタルディスプレイ

「Tokyo のりかえ案内」

バリアフリー便利帳
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　東京メトロをより便利に楽しくご

利用いただくため、沿線の魅力的な

スポットや四季折々のイベント情報

などを紹介する「TOKYO METRO 

NEWS / TOKYO METRO INFO」

や「ボンジュールメトロ」、海外から

のお客様を対象に乗車券情報など

を多言語で紹介する「Tokyo Metro 

Guide」、主要駅の駅周辺地図など

を掲載している「東京メトロナビ」な

どを発行しています。これらは駅構

内のラックにて配布しているほか、

一部はWebサイトでもご覧いただ

けます。

　Echikaは、鉄道施設と

商業施設の融合により魅

力的な駅空間の創造を目

指した「駅チカ（地下）商業

施設」です。「Echika 池袋」

は、2005年12月に開業

した「Echika 表参道」に

次ぐ第2弾として、2009年3月26日池袋駅に開業しました。

副都心線コンコース部分に、「食のトレンドゾーン」「最新ファッ

ションゾーン」「休息のゾーン」「パサージュ空間」と、個性豊

かな4つのゾーンで構成しています。

　東京初や池袋初といった新しいスイーツ、トレンド性の高

いファッション雑貨などの40店舗で構成し、そのうちの21

店舗が出店企業にとっての新業態店舗、また、16店舗が池袋

初出店となります。

　更に、東京メトロ初の試みとして、パウダールームとデイ

リー・エステが利用できる女性専用施設も展開しています。

より良いサービスの提供を目指して

Echika 池袋

情報冊子

PASMO
　PASMO（パスモ）＊は、首都圏のほ

とんどの電車とバスでご利用いただ

けるICカードで、加盟店舗では電子

マネーとして使うこともできます。ま

た、Suica（スイカ）との相互利用サー

ビスを実施しており、Suica事業者（JR東日本など）・加盟店舗

でのご利用も可能となっています。

　定期入れから出さずにカードを自動改札機の読み取り部に

タッチするだけで利用でき、チャージしてあれば定期券の乗

り越しも改札機にタッチするだけで自動精算されます。また、

記名式のカードをご利用いただいている場合、紛失時にも再

発行が可能なため、安心してお使いいただけます。

Tokyo Metro To Me CARD
　「Tokyo Metro To Me CARD」は、

ショッピングなどの通常のクレジット

カード機能に加え、東京メトロでの

定期券購入やSF乗車ポイントサー

ビス、PASMOオートチャージサービ

スなど、特別なサービスが受けられるクレジットカードです。

カードを使うことでメトロポイントがたまり、たまったポイント

はPASMOへのチャージなどに使用することもできます。

　また、2008年3月から、To Me CARDとPASMOのサービ

スを1枚のカードでご利用いただける「Tokyo Metro To Me 

CARD PASMO」も発行しています。クレジットカード機能や

ICカード乗車券機能に加え、定期乗車券やオートチャージ

サービスの機能などが搭載でき、1枚のカードで通勤もショッ

ピングも可能となるため、より便利にご利用いただけます。

小田急電鉄新型ロマンスカーの乗り入れ
　2008年3月より、千代田線・有楽町線に小田急電鉄の新

型ロマンスカー・MSEの乗り入れを行っています。毎日の通

勤や、休日の箱根、ベイエリアへの交通手段として、より便

利に快適にご利用いただいています。

To Me CARD PASMO

北千住大手町霞ケ関表参道

新木場豊洲

町田 成城学園前小田原箱根
湯本 本厚木

千代田線 有楽町線

小田急
永山

小田急線箱根
登山線

小田急
多摩センター

唐木田

新百合ヶ丘

PASMO

＊ PASMOは（株）パスモの登録商標です。
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各種情報冊子の発行

Echika 池袋の開業

ICカードやクレジットカードのサービス



地域社会との交流・地域の活性化
　沿線で開催されるさまざまなお祭りやイベントへの参加・支

援などを通じて、地域の皆様と一体となったコミュニケーショ

ン活動を実施しています。

東京マラソンへの協賛とボランティア参加
　2007年の第1回大会から、東京メトロは特別協賛企業と

して3万人以上のランナーが参加するアジア最大級のマラソ

ン大会「東京マラソン」を支え、当社の事業基盤である東京の

発展に貢献しています。更に2009年の第3回大会では、給

水ボランティアに参加することで、より一層この大会を盛り上

げました。東京メトログループの社員とその家族約100名が

ボランティア参加し、当日は給水ブースでランナーに水を提

供し大会を支えました。

よさこいチームの活動
　東京メトログループで

は、社員が中心となって

よさこいチームを結成し、

メトロの顔となって沿線

地域のさまざまな行事に

参加しています。2008年

度は、副都心線の開業に

合わせて、沿線の明治神宮前、雑司が谷、池袋などで行われ

た地域のイベントに参加し、地元の方 と々一体となって地域

行事を盛り上げました。

　各職場での活動やメトロ文化財団を通じた活動など、規模・

内容ともにさまざまな活動を行っています。また、気軽にボ

ランティアに参加できるプログラムを企画することで、社員

が社会貢献活動を始めるきっかけづくりも支援しています。

メトロ文化財団

　東京メトロの企業財団として、地下鉄をご利用いただくお

客様をはじめとする多くの方々に向け文化的で豊かな日々の

醸成を図ることを目的とした事業を行っています。地下鉄博

物館の運営や文化芸術支援活動、交通マナー啓発活動など

を通じて、東京メトログループにおける社会貢献活動の一翼

を担っています。

地下鉄博物館

　地下鉄が都市生活の中でどのような役割を担っている

かなどを「観て、触れて、動かして理解する」というコンセ

プトのもと、特に小中学生などの若い世代のお客様に理

解していただけるような展示を行っています。日本で最初

の地下鉄車両を展示してある常設展のほか、特別展やイ

ベントも実施しています。2008年度は15万人の方がご

来館されました。

▶2008年度特別展

期間 内容

2008年7月1日～8月3日 車両技術の変遷展

2008年11月26日
～ 2009年1月12日

東京メトロ副都心線開業記念展
―副都心線の新たな発見

2009年3月17日
～ 4月19日

鉄道輸送における安全・安定運行 
の紹介展

地下鉄博物館

東京マラソン2009 給水ボランティアの様子

よさこいチーム

ⓒTOKYO MARATHON
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地域に根ざした事業展開を図る公共交通事業者として、地域社会の発展に貢献するとともに、当社の事業について理

解を深めていただくため、社会貢献活動の充実を図っています。また、海外からの来訪者の受け入れや国際会議での

活動を通じて、国際社会への貢献にも取り組んでいます。

良き企業市民として、
さまざまな社会貢献活動に取り組んでいます。

社会のために

地域社会のために



　小・中学生の社会科見学をはじめ、さまざまな視察・見学

者の受け入れを実施しています。また、学生のインターンシッ

プ、教員の民間企業研修などへの協力も実施しています。

マナーポスターの掲出
　地下鉄をご利用いただくお客様にマナーをご理解いただ

き、快適に地下鉄をご利用いただくことを目的に1974年9

月から月替わりでマナーポスターを掲出しています。2008

年度からは「○○でやろう。」を共通フレーズに、公共の場所

ではふさわしくない振る舞いや行為があるということに気づ

いていただけるようなメッセージをお届けしています。

事業理解・教育・研修
「鉄道教室」の開催
　小学生とその保護者

を対象に参加者を募集

し、東京メトロの施設

見学や社員と交流を行う

「鉄道教室」を開催して

います。2008年度は、

車両の保守・点検を行

う行徳検車区や東西線

妙典駅、地下鉄博物館などの見学、駅員・乗務員との交流に

よるプログラムに、小学生の親子118名が参加しました。

子供向けWebサイトの運営
　「地下鉄がおもしろくなる 東京メトロこども大学」は、子供

たちへの地下鉄事業の理解促進や地球環境問題などへの啓

発などを図るため、2007年3月に開設したWebサイトです。

内容は、社会に目を向け始める小学校高学年の子供たちを

対象にしたもので、自由研究や総合学習に活用できるよう「地

下鉄がおもしろくなる」をテーマに「環境」「安心・安全」「ユニ

バーサル・サービス」を3つの軸としてコンテンツを展開して

います。2009年には、社団法人日本アドバタイザーズ協会

が主催する「第48回消費者のためになった広告コンクール」

Web広告部門 JAA賞（最優秀作品賞）を受賞しました。

　また、2008年9月には2011年から予定されている小学

5・6年生の英語必修化を見据え、東京メトロを舞台に楽し

く英語を学べる「グローバルキャンパス」も追加しました。

　　http://kids.tokyometro.jp/

2008年度の主な活動
●  地下鉄博物館の運営

●マナーポスターの制作・掲出

●「鉄道教室」の開催

●子供向けWebサイトの運営

●小学生用副教材「地下鉄のはなし」の制作・配付

●職場見学の受け入れ

●学生のインターンシップの受け入れ

●教員の民間企業研修

見学受け入れの様子

鉄道教室の様子

グローバルキャンパス トップページ

こども大学 トップページ

マナーポスター
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　東京メトロをご利用いただいているお客様をはじめ、広く

皆様に文化芸術分野に親しみを持っていただける内容を企

画、支援しています。 

「メトロポリス・クラシックス」コンサートの開催
　東京メトロを日ごろご利用いただいているお客様に楽しく

クラシック音楽に触れていただくため、2006年度からメトロ

文化財団主催でクラシックコンサートを開催しています。

　2008年度は副都心線の開業にちなみ、池袋の東京芸術

劇場において東京都交響楽団の演奏と東京音楽大学の合唱で

「秋を愛でる音楽会」と題したコンサートを開催しました。

Echika 池袋ギャラリーの運営
　このギャラリーは、文

化・芸術の薫るまち「池

袋モンパルナス」をコン

セプトに地域のまちづく

りと調和して開発され

た「Echika 池袋」の中に

あり、駅におけるゆとり

と潤いのある文化的空

間を創造するギャラリーです。運営はメトロ文化財団が行い、

豊島区の協力のもと地域に根ざした作品展示を行っています。

　環境美化を進めるために、身近なところから取り組みを進

めています。 

ペットボトルのキャップ回収活動
　社員からの提案が実

現する形で、2009年2

月から東京メトロ本社建

物でペットボトルの分別

回収が始まりました。回

収されたキャップをNPO

団体経由でリサイクル業

者に売却し、その売却

益を「世界の子どもにワクチンを」日本委員会に寄付していま

す。以前からいくつかの職場で自主的に始められていました

が、現在ではさまざまな職場で活動の輪が広がっています。

文化芸術支援 環境美化

2008年度の主な活動
●  「東京メトロジュニアミュージアム」の開催

●「メトロ・ミュージック・オアシス」の開催

●  「メトロポリス・クラシックス」コンサートの開催

●  「メトロ児童絵画展」の開催

●  「メトロ文学館」の開催

●  Echika 池袋ギャラリーの運営

2008年度の主な活動
●  駅前放置自転車クリーンキャンペーンへの協力

●自社施設周辺の清掃

●ペットボトルのキャップ回収活動

地域清掃活動への参加

「メトロポリス・クラシックス」コンサートの様子

Echika 池袋ギャラリー

回収したキャップ

▶キャップ回収の仕組み

回収・リサイクル業者東京メトロ

NPO

世界の子供たち

「世界の子どもにワクチンを」
日本委員会

❺報告

❻寄付

❹報告・支払

❸回収

❶回収依頼 ❷回収指示
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　フリーマーケットを通したチャリティーや、沿線の福祉施設

での音楽会などを行っています。

メトロ・デ・フリマin東池袋
　「リサイクル運動市民

の会」と連携して有楽町

線東池袋駅構内でフリー

マーケットを毎年開催し

ています。2008年度は

約90ブースの一般の方

からの出店とともに社員

から提供された商品で「メトロブース」も出店し、「メトロブー

ス」の売上金は沿線の特別支援学校に全額寄付しています。

出張音楽会の開催　
　メトロ文化財団がコンサート会場まで足を運んで音楽に触

れる機会の少ない方々にも生の演奏を楽しんでいただくため

に行っています。「音楽の贈りものコンサート」と題し、沿線の

福祉施設、病院、養護学校などの施設に演奏者が出張する

音楽会です。2008年度は、「社会福祉法人 フロンティア豊島 

特別養護老人ホーム 山吹の里」をはじめ、延べ8回開催しま

した。

社会福祉・健康増進

「メトロブース」の様子

出張音楽会の様子

国際社会のために

国際交流・国際協力
　東京メトロでは、JICA研修生の受け入れ、海外地下鉄事業

者との交流などを通じて、国際的な交流に取り組んでいます。

運行体制、安全対策、関連事業など、海外からの訪問・視察

の目的に合わせ、総合指令所、研修センター、商業テナント

など東京メトロの各種施設の案内・説明を実施しています。

　また、国際会議の場を通じて、東京メトロにおける輸送の

安全の維持向上や、サービスの充実のための取り組み状況

を発信しています。

　更には、JICAなど国際協力機関への社員の派遣を通じて、

海外における地下鉄建設や運営技術への協力を行ってい 

ます。

UITPスタディーツアー2008日本
　東京メトロは、UITP（国

際公共交通連合）の依頼

を受け、JR東日本、日本

鉄道車両輸出組合と協

力して、2008年11月に、

「マーケティングとITの

融合」をテーマに、東京メ

トロ及びJR東日本によるPASMO・Suicaの展開や関連事業

の取り組みについての理解を深めることを目的として「UITP

スタディーツアー2008日本」を開催し、イギリス、フランス、

ドイツ、スペインなど14カ国から計31名が参加しました。

　東京メトロでは、顧客サービス及び関連事業展開の現状

などについてのプレゼンテーションを行うとともに、意見交

換会への参加などを通じて、鉄道技術の国際交流を推進し

ました。

UITPスタディーツアー2008日本の様子

2008年度の主な活動
●  メトロ・デ・フリマin東池袋

●  出張音楽会の開催

●  赤い羽根共同募金への協力

●  ウォーキングイベントの開催

2008年度の主な活動
●   海外からの来訪者受け入れ 

36カ国・地域 258名 （うちJICA研修生59名）

●  UITPスタディーツアー2008日本の開催

海外からの来訪者受け入れ UITP都市鉄道部門会議での発表
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株主への安定した利益還元を実現できるようコスト削減、

収益性向上に努め、自主自立経営を行う企業として基盤整備を進めています。

経営基盤を強化し、
積極的な情報開示などを進めています。

株主・投資家のために

株主構成の変遷

営団時代～国鉄と東京都が出資
　東京メトロの前身である帝都高速度交通営団（営団）は、

1941年に地下鉄網の整備拡充を図るために官民の出資に

よる特殊法人として設立されました。その後、戦後の新線建

設資金への公的資金導入の条件として民間資本を排除し公

共性を高める必要があったことから、1951年に日本国有鉄

道（国鉄、現在のJR）と東京都を出資者とする資本構成になり

ました。なお、国鉄出資分は国鉄民営化を機に、政府に移管

されました。

営団民営化への流れ
　戦後の営団は、東京の地下鉄網を着実に建設してきました。

日本の高度経済成長期を経て東京の地下鉄網がほぼ完成し、

営団の役割は、それまでの新線建設から、整備された地下

鉄網を活用した鉄道事業の経営へと変化しました。このため、

1986年から営団の民営化が検討されるようになりました。

　その後、「民間にできることは、できるだけ民間に委ねる」

という政府方針のもと、2002年「東京地下鉄株式会社法」が

公布・施行され、完全民営化への道筋が規定されました。

完全民営化に向けて
　上記の流れを受けて、2004

年4月1日に特殊会社「東京

地下鉄株式会社」が誕生しま

した。

　東京地下鉄株式会社法で

は、「国と東京都は、特殊法人

等合理化計画の趣旨を踏ま

え、できる限り速やかにこの

法律の廃止、その保有する株

式の売却など必要な措置を講

ずる」旨規定されています。東

京メトロは、この趣旨に沿って、

できる限り早期の完全民営化

が可能となるよう、経営基盤

の確立に努めていきます。

IR体制の確立に向けて

経営基盤の強化
　現在、東京メトロでは株式会社として株主への安定した利

益還元を実現できるようコスト削減と収益性向上に努め、経

営基盤の確立を急いでいます。

　また、コーポレート・ガバナンスの充実、コンプライアンス

やリスクマネジメント体制の強化なども、自主自立経営を行

う企業として重要なテーマであると考えています。

一歩ずつ積極的な情報開示へ
　投資家の皆様に向けた財務状況の開示などについては、

現在、金融商品取引法で求められている有価証券報告書な

どに加え、決算情報などをホームページで開示しています。

今後は、情報開示の方法や姿勢についても更に検討を行い、

より積極的なIR（Investor Relations＝投資家向け広報活動）

体制を構築していきます。

　その第一歩として、決算公表時期の早期化を進めており、

今後も一つひとつ改善を重ねることによって、迅速かつ適正

な情報開示に努めていきます。

安定した経営への取り組み

▶民営化のプロセス

職　員 債券市場

民営化前（事業運営）

民営化後（企業経営）

完全
民営化

民営化前　　　　民営化後

お客様 政府・東京都

社　員 投資家

お客様 社　会

営  団

東京メトロ

（2004年4月）
特殊会社
東京メトロ

営団
地下鉄

▶営業指標推移（連結）
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社員一人ひとりが持つ能力とポテンシャルを最大限に発揮できる仕組みをしっかり整え、

更に働きやすい環境を整備していくことこそ、企業として成長していくための基本であると考えています。

社員一人ひとりがいきいきと働ける
活力に満ちた職場づくりを進めています。

　東京メトログループは、社員一人ひとりがいきいきと働

ける活力に満ちた職場づくりの土台となるのは「ダイバーシ

ティ」であると考えています。「ダイバーシティ」とは、性別や

年齢、障がいの有無、働き方などの多様性を尊重し、個人の

能力を引き出すとともに企業としての総合力を高めていこう

という考え方です。東京メトログループでは、この考え方を

もとに、人材の採用、活用を行っていきます。

女性の活用に向けて
　東京メトロでは、従来から、特に本社部門において、女性

を男性と同様に活用してきました。1997年以降は、それまで

男性の職場とされていた車掌、運転士への登用や技術現業

部門への配属を行うなど、女性の活用を更に積極的に進めて

おり、管理職にも登用しています。近年では、主に本社部門

に配属される事務系の総合職採用者のうち、3割程度が女性

となっています。

　しかし、会社全体でみると、2008年度末現在、就業人員

8,427名のうち女性は218名となっており、女性雇用率は

高いとはいえません。

　このため、今後は、主に性別に関するダイバーシティの実

現方策として、「ポジティブアクション」に力を入れ、女性が働

きやすい職場環境や人事制度を構築し、本社部門、現業部門

ともに魅力ある職場づくりに取り組んでいきたいと考えてい

ます。

ダイバーシティに基づく職場づくり

社員のために

▶就業人員（2009年3月31日現在）

男性 女性 合計

現業部門 7,405名 102名 7,507名

本社部門 804名 116名 920名

合計 8,209名 218名 8,427名

※ 特例子会社：障がい者雇用の促進を目的とした特例の子会社です。障がい者
雇用のためにさまざまな環境を整備するなど、一定の条件を満たし、厚生労働大
臣の認定を得ることによって、親会社とは別法人であっても、雇用した障がい者
が親会社の雇用としてみなされます。

仕事と家庭の両立に向けて
　東京メトロは、仕事と家庭の両立をはじめとして、社員が

各々のライフスタイルに合わせて無理なく働くことのできる

制度や企業風土を構築し、働き方に関するダイバーシティを

実現したいと考えています。

　その一環として、次世代育成支援対策推進法（次世代法）

に基づく行動計画を策定・実施し、仕事と家庭の両立に向け

た各種の支援制度を導入・強化しました。2007年5月には

これらの取り組みが評価され、東京労働

局長から次世代法に基づく基準適合一般

事業主認定を受けました。

　今後も、これらの支援制度の利用促進

に向けて、多様な働き方に関する情報提

供に努めていきます。 認定マーク「くるみん」

株式会社メトロフルール

　2009年6月現在、深川工場など全10箇所の清掃業務と1箇

所の印刷業務を請け負っています。雇用が増えるとともに、職

場ごとのマニュアル整

備など安全対策に力

を入れており、特に障

がい者の定着を重視

し、自立に向けた支援

も含め、環境面の取り

組みも進めています。

障がい者雇用の推進
　障がい者雇用という社会的要請に応えるため、2004年に、

主に建物等の清掃業務などを請け負う子会社として「株式会

社メトロフルール」を設立し、障害者雇用促進法に基づく特例

子会社※の認定を受け、障がい者の雇用の創出と機会の提供

に努めています。

　2009年6月現在、東京メトロとメトロフルールを合わせた

障がい者雇用率は、法定雇用率1.8％を超えていますが、今

後もメトロフルールを中心とした業務範囲の拡大を図り、雇

用機会の充実に向け、取り組んでいきます。
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ダイバーシティを支える体制

人権に関する啓発
　人権についての社員の意識向上のため、「人権啓発推進委

員会」を設置しているほか、新人研修などに人権教育を組み

込んでいます。

セクシュアル・ハラスメント防止の取り組み
　職場などにおける性的な言動の防止については、社内規

程（就業規則解釈基準）において規定を設け社員への周知を

図っているほか、人事部に相談窓口を設置し、相談の受け付

けから対策の検討に至る体制を整えています。

　中期経営計画に掲げた「中長期の視点での人材育成を図

る人事施策の充実」に基づき、中期経営計画と対象期間を連

動させた3年間の「中期研修計画」を策定しています。

　中期研修計画では、重要テーマとして①企業としての基本

的責任の遂行、②持続的な企業価値向上の2つを掲げ、こ

れらに資する研修を重点的に実施しています。2008年度

は、主に以下の研修を実施しました。

▶主な支援制度

▶労働状況（2008年度）

制度 内容

妊娠休暇制度 妊娠中の社員が、出産日または出産休暇開
始日の前日まで取ることができる休暇です。

出産休暇制度 産前産後を通じて、14週まで（多胎妊娠の場
合は22週まで）取ることができる休暇です。

育児休職制度
0歳～満3歳の子の育児をする社員は、原則
として社員が希望した期間、育児休職するこ
とができます。

子の看護休暇制度
0歳～小学校3年生までの子の育児をする社
員が、子の看護のために取ることができる
休暇です。

短時間勤務制度

0歳～小学校3年生までの子の育児をする社
員は、原則として社員が希望した期間、1日
または1週間の所定労働時間の一部を減じ
た短時間勤務を選択することができます。

育児介護等退職者
再雇用制度

妊娠、出産、育児または介護による退職後、
原則10年まで再雇用の機会があります。

年間総労働時間 2,062時間

年休消化率 81.3％

高年齢者雇用の推進
　東京メトロでは、高年齢者雇用安定法により65歳までの

雇用が義務化される以前から、高年齢者雇用に対して積極

的に取り組んできました。1993年度以降、65歳まで定年退職

者を再雇用する制度を段階的に導入し、2002年度からは、

健康状態などに問題がなければ、原則として60歳定年退職

者のうち希望者全員を特別嘱託として再雇用しています。

　「団塊の世代」の大量退職、少子高齢化の進行など社会環

境の変化とともに、優れた技術を持つ高年齢者の力を活か

していくことが企業にとってますます重要な課題となるため、

今後もこの制度の更なる活用を促進していきます。

　また、定年退職後の生活設計について考えてもらうため、

毎年57歳到達者を対象として、「ライフプラン研修」を実施

し、マネープランや、健康管理といった生活一般の情報提供

に加え、実際の再雇用者に体験談を話してもらうなど、再雇

用後の生活に関する情報提供を行っています。

　会社の事業の質を向上

させる社員の力を活性化

させるために、全社員を

対象とした「企業価値向

上活動表彰制度」を設け

ています。2008年度は

優秀賞26件、優良賞5件

の表彰がありました。

2008年度の主な研修実績
●安全意識啓蒙研修の実施

●安全性向上のため運転士・車掌の資質向上に向けた研修の実施

●お客様満足度向上に資する研修の実施

●技術技能の伝承に関する研修の強化

●コンプライアンス研修の全社規模での実施

●管理者層のマネジメント力強化研修の実施

●コミュニケーション能力向上に資する研修の強化

●外部機関研修への派遣拡大

●キャリア開発研修の実施

社員の能力向上を目指す人材育成体制

研修計画

表彰制度

企業価値向上活動表彰 受賞者のみなさん
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　社員がいきいきと働ける環境を整える上で、事故や災害の

ない安全な職場づくりを推進することも重要な取り組みにな

ります。とりわけ現業の職場の安全性は、お客様の安全、運

行の安全に直結しています。このため、東京メトログループ

では全社一丸となって労働災害の低減に努めています。

労働災害の低減に向けて
　2008年度の労働災害発生件数は26件で、前年度比11

件の減少となりました。東京メトロでは、基本動作の励行など

の取り組みを確実に積み重ねていくことが大切であると考え

ており、危険予知活動などのゼロ災運動に取り組んでいます。

特殊な労働環境ならではの取り組み
　トンネルという特殊な作業環境のため、一般に地下鉄道業

では労働災害が多いと思われがちですが、東京メトロは鉄道

業平均と比較してむしろ低い水準にあります。

　これは、トンネル内という地下鉄特有の作業環境の中で、

列車通過時に待避をしてはならない区域を「待避禁止区域」と

して、また列車運行中に作業をしてはならない区域を「作業禁

止区域」として明示するなど、トンネル内作業の安全性を確保

する独自の取り組みを確実に進めていることによるものです。

健康づくりにおける独自のプラン
　東京メトログループは、「お客様の安全は社員の健康から」

という考え方のもと、病気や疲労を防止し、健康を保持・増

進させるための施策を実施し、社員が心身ともに健康で働

ける職場づくりを進めています。

　東京メトロ「健康支援センター」では、社員の自己管理を支

援するという立場から、社員の健康管理意識の向上に努め

ています。2008年度は、「メタボリックシンドローム、タバコ、

歯の健康、がん、心の健康」の5つを重点項目とし、「それいけ！

歯みがき隊による歯みがき教室」「東京メトロ健康フェスタ」

などのキャンペーンを実施すると同時に、社内報での定期的

な情報提供も行いました。2009年度の重点項目も2008年

度と同じ5項目としており、特に「タバコ」については、社会

的に禁煙意識が高まっていること、喫煙により社員の疾病リ

スクが高まることを踏まえ、禁煙パッチを使用した禁煙マラ

ソン、禁煙教育などに力を入れています。

　また、生活習慣病などの複合要因についての情報を提供

できる新健康管理システムを導入し、社員の疾病予防と動

力車操縦者・運転関係係員の身体機能管理を中心とした健

康支援に力を入れています。

メンタルヘルスの保持・増進のために
　心の病気については、「健康支援センター」に専門の心療内

科医を置いて治療体制を敷いているほか、「総合生活相談室」

や健康保険組合の実施する保健事業にて相談を受け付けて

おり、予防に努めています。

社内交流活動
　社員同士の親交を深めるため、さまざまな社内行事を開催

しています。春には社員の家族も参加するオリエンテーリン

グ大会、秋には野球大会や駅伝大会を開催しました。

　グループ全体の社員が参加するため、業務ではあまり関わ

ることのない社員同士の交流を図ることができる貴重な機会

となっています。

※1 度数率：労働災害による死傷者数／延実労働時間数×1,000,000
※2 強度率：延労働損失日数／延実労働時間数×1,000

待避・作業禁止区域 トンネル内作業

▶災害発生率（度数率※1）

▶災害発生率（強度率※2）

（年度）
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

1.261.26

1.901.90

1.241.24

0.880.88

2.032.03

1.401.40

0.800.80

1.001.00 0.920.92

0.430.43

0.060.06

0.380.38
0.660.660.160.16

2004 2005 2006 2007 2008

鉄道業平均
地下鉄道業平均
東京メトロ

0.950.95

（年度）

0.030.03
0.040.04

0.020.02 0.030.03

0.060.06 0.050.05

0.020.02

0.190.19

0.060.06

0.020.02 0.030.03
0.000.00 0.010.01

0.000.000.00

0.05

0.10

0.15

0.20

2004 2005 2006 2007 2008

鉄道業平均
地下鉄道業平均
東京メトロ

0.010.01

待避禁止区域 作業禁止区域

「それいけ！歯みがき隊」による
歯みがき教室

健康フェスタ

安全で健康な作業環境づくり
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　東京地下鉄株式会社（以下「東京メトロ」）の「社
会環境報告書2009」（以下「報告書」）を拝読させ
ていただき、また、東京メトロ総務部環境課への
ヒアリングの結果、前年に引き続き報告書に対す
る第三者としての所見を述べさせていただきます。

第三者所見

　今回の報告書は、特集として、東京の環境負荷低

減と顧客満足向上の2つの取り組みが分かりやすく説

明されています。東京メトロは、都区部輸送人員の約

1/5を担っており、都市機能を支える公共交通機関の

環境負荷について利用者は高い関心を寄せています。

この点について事業活動の拡大でCO2排出量は増加

していますが、自家用乗用車と比べて1/10という単

位輸送量あたりのCO2排出量で顧客を運ぶことがで

き、更には環境配慮型車両や設備の積極的な導入の

説明により、環境配慮の経営姿勢が理解できます。ま

た、社員の顧客満足度向上を目指した活動もいきいき

と社員の言葉として述べられています。

　都市機能を支え維持していくためには、経営基盤

を強化し、企業価値を高めていくことが重要です。報

告書においては、経営方針、経営計画、ガバナンス

体制等の経営基盤強化の方策を示し経営努力が読み

取れます。更に、経営ビジョンと社会・環境活動の具

体的計画・実施・結果などとを関連付けて説明すると

東京メトロのあるべき姿や進むべき道がより理解しや

すくなると思います。また、これからの株主・投資家

に対して、経営基盤を表す重要指標である財務情報

等の開示を充実することも必要と感じます。

　トップコミットメントで述べているように公共交通

機関の最優先項目は安全輸送です。この点報告書に

おいて、安全管理体制の方針、構築、推進等につい

てその内容を詳細に記載していますが、若干羅列的

な表現になっています。鉄道事故などのマイナス情

報についてその発生状況などが記載されております

が、重大なものが発生した時は、事故原因、問題点、

改善策などを具体的に公開していただくと、利用者か

らの理解と信頼性が増すものと思います。更に、ほ

かの交通機関と違う地下鉄独自の持つ環境下におけ

る危険性やその安全策などの分かりやすい解説も希

望します。

　地球環境の保全を経営方針に明示し、経営課題と

して取り組んでおり、今回の報告書においても引き続

き環境テーマごとに具体的な目標を設定し、その結

果を公表していることは評価できます。更に今年か

ら、東京メトロ本体とは別にグループ会社の環境負

荷インプット・アウトプット表を掲載し、開示範囲を広

げています。また、環境会計は前年に引き続き公表し、

前年比較の形で増減の理由も説明されており、改善

されています。

　鉄道事業の顧客は鉄道利用者であり、東京メトロは

「東京メトロお客様センター」を窓口として、CS推進

体制を構築し、顧客満足度向上のための取り組みを

実施しています。この活動の結果は、前年に引き続

き顧客満足度調査の結果としてまとめて報告書に載

せられており、今年度は前年に比べ更に高い満足度

が得られています。今後、これらの結果が更に良く

なるような活動を期待いたします。

　首都東京の都市機能を輸送によって支える東京メ

トロは、事業そのものが社会的使命であり社会的責

任です。そして、この社会的責任の適切な遂行により

社会が発展し同時に企業価値の向上が実現していき

ます。今回、東京メトロは社会的責任のうち東京の環

境負荷低減に向けた取り組みをまず掲げ、都市機能

の利便性と地球環境保持の両立は可能であり、その

ような経営方針を実践していることを示しました。今

後、報告書において、経営ビジョンが経営基盤の強

化すなわち企業価値向上にどのように結びついてい

るか、そのプロセスと結果について報告書において

分かりやすく公表していただきたいと思うと同時に、

そのことが東京メトロのステークホルダーからの理

解、信頼及び協力を得る道であると確信いたします。

東洋大学 経営学部 教授
公認会計士 

中村 義人

・建設産業経理研究所理事
・防衛省独立行政法人評価委員会委員
・（社）全国建設業協会経営委員会委員  
・（社）協力隊を育てる会監事
・（福）川崎市社会福祉協議会監事

1.特集について

2.経営基盤について

3.安全・安定運行への取り組み

4.地球環境への責任

5.社会とお客様のために

6.今後に向けて
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お問い合わせ先
東京地下鉄株式会社 総務部
〒110-8614　東京都台東区東上野三丁目19番6号
Tel：03-3837-8274　Fax：03-3837-7048

東京メトロの企業情報につきましてはホームページをご覧ください。

http://www.tokyometro.jp

発行：2009年10月
VOC（揮発性有機化合物）の発生が少なく生分解性や脱墨性に
すぐれた大豆インキを使って印刷しています。


